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社会資本整備総合交付金 P. 1   

地域再生等に資する実用化技術の研究開発助成 P. 2   

PPP/PFIの先導的な案件形成に係る支援等 P. 3   

歩行者移動支援の普及促進（ユニバーサル社会に対応した高齢者、障

がい者等の歩行者移動支援の推進） 

P. 4   

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成 （H26名称変更、H

25事業名『集落地域における「小さな拠点」づくりの推進』） 

P. 5   

官民連携基盤整備推進調査費 P. 6   

地域資源を相互補完した広域連携の推進（H26名称変更、H25事業名『広

域的地域間共助推進事業』） 

P. 7   

イノベーションをもたらす地理空間（G空間）情報の活用の推進 P. 8   

多様な主体による地方部の地域づくり活動支援体制整備事業 P. 9   

集落活性化推進事業 P. 10   

豪雪地帯における除排雪体制整備の推進 P. 11   

半島地域振興対策事業 P. 12   

離島活性化交付金 P. 13   

奄美群島振興交付金 P. 14   

小笠原諸島振興開発事業費補助金 P. 15   

下請取引適正化推進事業 P. 16   

違反行為に対する監視体制の強化 P. 17   

建設業の取引の適正化に向けた機能の強化 P. 18   

事業転換のための課題解決の支援 P. 19   

地籍調査事業 P. 20   

都市部官民境界基本調査 P. 21   

地籍整備推進調査費補助金 P. 22   

山村境界基本調査 P. 23   

公有地の拡大の推進に関する法律による先買いに係る土地を供すること

ができる用途の範囲の拡大 

P. 24   

テレワークの推進（都市の産業競争力を高める施策の検討） P. 25   

防災集団移転促進事業 P. 26   

住民参加型まちづくりファンド支援業務 P. 27   

メザニン支援業務 P. 28   

まち再生出資業務 P. 29   

都市再生促進税制 P. 30   

先導的都市環境形成促進事業 P. 31   

国営公園の整備・維持管理 P. 32   

歴史的風致維持向上推進等調査 P. 33   

防災・省エネまちづくり緊急促進事業 P. 34   

共同型都市再構築業務 P. 35   



コンパクトシティ形成支援事業 P. 36   

都市機能立地支援事業 P. 37   

集約促進景観・歴史的風致形成推進事業 P. 38   

都市リノベーション・公的不動産連携推進調査 P. 39   

民間まちづくり活動促進事業 P. 40   

国際的ビジネス環境等改善・シティセールス支援事業 P. 41   

都市安全確保促進事業 P. 42   

都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）を有する建築物に対する特例措置 P. 43   

水源地域の保全・活性化の推進 P. 44   

災害に強い地域づくり P. 45   

かわまちづくりの推進 P. 46   

美しい水辺の再生 P. 47   

公営住宅制度 P. 48   

地域優良賃貸住宅制度 P. 49   

スマートウェルネス住宅等推進事業 P. 50   

民間住宅活用型住宅セ-フティネット整備推進事業 P. 51   

住宅セ-フティネット基盤強化推進事業 P. 52   

住宅市街地基盤整備事業 P. 53   

優良田園住宅制度 P. 54   

高齢者等の住み替え支援制度 P. 55   

空き家再生等推進事業 P. 56   

サ-ビス付き高齢者向け住宅供給促進税制 P. 57   

優良建築物等整備事業 P. 58   

街なか居住再生ファンド P. 59   

民間再開発促進基金 P. 60   

住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業） P. 61   

耐震対策緊急促進事業 P. 62   

住宅市街地総合整備事業 P. 63   

地域居住機能再生推進事業 P. 64   

環境対応車普及促進対策（低公害車普及促進対策費補助金） P. 65   

地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進（低公害

車普及促進対策費補助金） 

P. 66   

運行維持が困難なものとして条例に定める路線の乗合バス車両の取得

に係る非課税措置(自動車取得税) 

P. 67   

エコカー減税・グリーン化特例 P. 68   

バリアフリー特例 P. 69   

超小型モビリティの導入促進（低公害車普及促進対策費補助金） P. 70   

整備新幹線整備事業 P. 71   

都市鉄道利便増進事業 P. 72   



都市鉄道整備事業（地下高速鉄道） P. 73   

幹線鉄道等活性化事業（旅客線化） P. 74   

幹線鉄道等活性化事業（連携計画事業） P. 75   

フリーゲージトレインの技術開発 P. 76   

鉄道技術開発 P. 77   

鉄道施設安全対策事業（鉄道施設の耐震対策） P. 78   

鉄道施設安全対策事業（鉄道施設の戦略的維持管理・更新の推進） P. 79   

首都直下地震・南海トラフ地震に備えた耐震対策により取得した鉄道施

設に係る固定資産税の優遇 

P. 80   

鉄道駅総合改善事業 P. 81   

幹線鉄道等活性化事業(乗継円滑化) P. 82   

鉄道施設総合安全対策事業 P. 83   

鉄道防災事業（海岸等保全、落石・なだれ等対策） P. 84   

海岸事業（海岸事業費）（港湾局関係分） P. 85   

みなとオアシス P. 86   

空港整備事業（首都圏空港の機能強化） P. 87   

空港整備事業（一般空港等） P. 88   

航空路整備事業 P. 89   

空港の耐震化等 P. 90   

空港経営改革推進 P. 91   

地方航空路線活性化プログラム P. 92   

訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業） P. 93   

国際会議等（ＭＩＣＥ）の誘致・開催の促進 P. 94   

観光地域ブランド確立支援事業 P. 95   

観光地域評価事業 P. 96   

観光地域動向調査事業 P. 97   

ユニバーサルツーリズム促進事業 P. 98   

地域観光環境改善事業 P. 99   

観光地ビジネス創出の総合支援 P. 100   

密漁取締り等 P. 101   

密輸・密航取締り P. 102   

地域連携の推進 P. 103   

漁船海難、マリンレジャー事故の救助、防止 P. 104   

地域医療への貢献 P. 105   

災害時の被災者への救援 P. 106   

航路標識整備事業 P. 107   

的確な気象情報の提供 P. 108   

地域公共交通確保維持改善事業 P. 109   

 



公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

URL http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000213.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

都市公園法、河川法、海岸法、下
水道法、道路法、港湾法　等

P49・50,69～71,73～75,83～86等

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

社会資本整備総合交付金
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続施策の位置付け
（該当に○印）

法制度 912,362
予算

(903,136)

○地方公共団体は、目標や目標実現のための事業等を記載した社会資本総合整備計画を作成し、国に提出。
○国は、毎年度、当該計画に基づき交付額を算定し、交付金を交付。
○計画期間の終了後は、各地方公共団体自ら事後評価を行って公表。

社会資本総合整備計画に位置づけられた全ての事業について、各事業の当該年度の事業費に事業毎に定められた国費率を掛けてた額を算出し、合
計した額を超えない範囲で交付

地域類型の区分 施策類型の区分

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、目標実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか、関連する社会資本整備等を総合
的・一体的に支援することにより、活力創出、水の安全・安心、市街地整備、地域住宅支援等の政策目的を実現。

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

都道府県、市町村

国土交通省

大臣官房社会資本整備総合交付金等総合調整室 電話（直通） 03-5253-8967

P13,17,21,29・30等 P9,12等

－

③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

○基幹事業
　社会資本総合整備計画の目標を実現するために交付金事業者が実施する基幹的な事業であって、次に掲げる事業
１．道路事業
２．港湾事業
３．河川事業
４．砂防事業
５．地すべり対策事業
６．急傾斜地崩壊対策事業
７．下水道事業
８．その他総合的な治水事業
９．海岸事業
10．都市再生整備計画事業
11．広域連携事業
12．都市公園等事業
13．市街地整備事業
14．都市水環境整備事業
15．地域住宅計画に基づく事業
16．住環境整備事業
○関連事業
　社会資本総合整備計画の目標を実現するため、基幹事業と一体的に実施する事業等

支援対象者
（実施主体）

1



公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ － － － ○ － － － － － ○ － － － －

施策名
税制

－ －

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

257
予算

(283)

根拠法令等

継続

URL http://www.mlit.go.jp/tec/gijutu/kaihatu/josei.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

－

地域再生等に資する実用化技術の研究開発助成
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

－

－ －

○ －

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P41、⑥

地域類型の区分 施策類型の区分

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

大学や民間企業等の研究機関を対象に建設分野の課題解決に資する技術研究の課題を広く募集し、研究開発費を助成することで、官主導の研究開発で
は進めることが困難な最先端の技術シーズや市場性を踏まえた技術開発が可能になるとともに、建設分野の技術だけではない他の分野との連携による技
術開発も可能となる。これにより、大学や民間企業等の研究機関の技術革新を活性化するとともに、優秀な人材の確保等を図ることができる。

③地域の生活や産業の基盤整備

概要
（支援の仕組み

等）

地域の諸課題(社会インフラの老朽化、少子高齢化、気候変動に伴う災害など)の解決に資するための研究開発のテーマを国が示し、そのテーマに対し、
民間企業や大学等の研究開発提案を公募し、より効果的・効率的な研究開発に対し助成を行う競争的資金制度（補助金）。産学官の連携等により、地域が
抱える建設技術に関する課題解決に対して先駆的に行う研究開発であり、かつ、他地域への応用性のある建設技術の研究開発課題を対象に公募を実
施。地域再生計画に位置づけられたものについて配慮。

支援対象者
（実施主体）

民間企業、
大学等の研究者等

国土交通省

大臣官房技術調査課 電話（直通） 03-5253-8125

施策の位置付け
（該当に○印）

支援を受けるまでの基本的な手順は、以下のとおり。

　①国土交通省より研究開発課題を公募
　②研究者による応募
　③国土交通省による審査・選定
　④選定された研究者より交付申請
　⑤国土交通省より交付決定

○公募区分は以下のとおり
【政策課題解決型（一般タイプ）】
　我が国の強みを活かし、国家を支え新たな強みを生む分野における研究開発として、科学技術基本計画（閣議決定）、科学技術重要施策アクションプラ
ン（総合科学技術会議）等を踏まえ、国土交通政策上の重要課題解決に資する技術研究開発を進める。
【政策課題解決型（中小企業タイプ）】
　中小企業の研究開発を支援し、地域的課題解決による地域活性化を促すため、1年目の事前調査を踏まえた選抜により、実現可能性の高い研究開発を
推進する。

○補助率　：定額

2
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － ○ － － － ○ － ○ － － － － － － ○ －

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

厳しい財政状況の中で民間資金の活用を拡大し、真に必要な社会資本の整備及び維持管理等を着実に行うため、従来のPFI制度に基づく事業を拡大
するとともに、新たなＰＰＰ（官民連携）／ＰＦＩ制度の構築と具体的な案件の形成を推進する必要がある。
　このため、ＰＰＰ／ＰＦＩの推進に係る運用上の課題等の調査、先導的な案件形成に係る支援を行うとともに、地方公共団体に助言や業務支援を行う
専門家等の人材基盤並びに公共施設の資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備に係る支援を行う。

支援対象者
（実施主体）

（１）官民連携事業の推進に関する検討調査（人材基盤の整備を含む。以下同じ。）
直轄調査

（２）先導的官民連携支援事業
地方公共団体等（公共施設等の管理者である地方公共団体または公共施設等の整備等を行う独立行政法人、公共法人をいう。以下同じ。）

（３）公共施設の資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備に係る支援事業
地方公共団体等

国土交通省

総合政策局　官民連携政策課 電話（直通）

（１）官民連携事業の推進に関する検討調査
国土交通省が、国土交通省所管の新たな官民連携事業の導入にあたって検討課題を有する具体的な案件を広く募集。
国土交通省が、有識者からなる第三者委員会の意見を踏まえ、検討の対象とする課題を選定。
国土交通省において官民連携の推進のために必要な調査・検討を実施。

（２）先導的官民連携支援事業
国土交通省が、国土交通省の所管する事業であって、先導的な事例として位置付けられる官民連携事業の導入を検討する地方公共団体等に対して、
具体的な案件を公募。
国土交通省が、外部有識者からなる第三者委員会の意見を踏まえ、補助対象事業を選定し、補助金の交付を行う。

（３）公共施設の資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備に係る支援
国土交通省が、国土交通省の所管する公共施設の資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備を検討する地方公共団体等に対して、具体的な案
件を公募。
国土交通省が、外部有識者からなる第三者委員会の意見を踏まえ、補助対象事業を選定し、補助金の交付を行う。

（１）官民連携事業の推進に関する検討調査
新たな官民連携事業の導入にあたって検討課題を有する具体的な案件を、地方公共団体等及び民間事業者から、広く募集し、国土交通省において調
査・検討を行う。

（２）先導的官民連携支援事業
先導的な官民連携事業のスキーム検討のために、コンサルタント等の専門家に調査や検討を依頼する経費（委託費）を補助。
国費による定額補助（補助金の１件あたりの上限は2,000万円）。

（３）公共施設の資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備に係る支援
公共施設の資産評価やリスク分析のための情報基盤の整備のために、コンサルタント等の専門家に調査や検討を依頼する経費（委託費）を補助。
国費による定額補助（補助金の１件あたりの上限は2,000万円）。

地域類型の区分 施策類型の区分

PPP/PFIの先導的な案件形成に係る支援等
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

03-5253-8981

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

P23(公的部門への民間参入促進)、
P30(③民間能力の活用等による効
率的な社会資本整備)

-

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P15（⑦民間の資金、知恵を活用して
社会資本を整備・運営・更新する
（PPP/PFI））、P48（②公共施設等運
営権等の民間開放（PPP/PFIの活用
拡大））

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

新たなPPP/PFI制度の構築と事業案件の形成等を図ることにより、厳しい財政状況の中で民間の資金や知恵等が活用し、少ない財政負担の下で真に
必要な社会資本の整備及び維持管理等が効率的・効果的に実施されるとともに、民間投資を喚起し、地域経済を活性化する効果が期待できる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

595
予算

(594)

根拠法令等

URL http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

3
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公共 非公共

○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ○ ― ― ―

URL http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/soukou/sogoseisaku_soukou_mn_000002.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

ICTを活用した歩行者移動支援は、スマホなど情報機器を通じ、高齢者や障がい者（車いす利用者等）や外国人など移動制約を持つ様々な方々へ必要
な制約情報を提供し、これを考慮した経路案内を行うことで、安心・安全かつ円滑な移動を可能とするサービス。
移動支援情報やバリアフリー情報の提供と併せ、観光情報及び地域情報等やそれら情報の多言語化での提供により、高付加価値の情報発信による魅
力ある地域づくりへの寄与が期待できる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

施策の位置付け
（該当に○印）

39
予算

(64)

○ガイドラインの公表

○歩行者移動支援サービスの導入を検討中の自治体等に対する出前講座や技術的アドバイス

○サービス構築に必要となる場所情報コードの申請受付やアプリケーションプログラムの提供（経路検索プログラム(β版)を紹介（ネットワークデータは
別途必要。））

自治体、NPO、民間事業者

・世界最先端IT国家創造宣言
・科学技術イノベーション総合戦略
・移動等円滑化の促進に関する基本方
針

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

―

変更

根拠法令等

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

第2章　1．(2) ―

歩行者移動支援の普及促進
（ユニバーサル社会に対応した高齢者、障がい者等の歩行者移動支援の推進）

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

概要
（支援の仕組み

等）

ユニバーサル社会に向け、誰もが積極的に活動できるバリアフリー環境の構築をソフト施策の面から推進することが重要であり、ＩＣＴ（情報通信技術）に
よる歩行者移動支援の推進が必要であることから、自治体等が容易に導入の検討を行うための、ガイドライン等を用いた普及に取り組む。

支援対象者
（実施主体）

国土交通省

総合政策局総務課政策企画官
政策統括官（国土）付

電話（直通）

・支援を希望される場合は、下記連絡先へ問合せ願います。
・申請等の特別な手続きは不要。

03-5253-8794

地域類型の区分 施策類型の区分

支援対象の拡大

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ○ ― ○

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

- - ○ ○ - - - - ○ ○ - - - - - - - - -

担当課室 国土政策局総合計画課 電話（直通） 03-5253-8365

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudokeikaku_tk3_000010.html

変更のポイント 調査対象を「小さな拠点」から「ふるさと集落生活圏」のエリアに拡大し、周辺集落も含めたプログラム策定を行うモニター調査を行う。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

想定する具体的
効果

「小さな拠点」及び「ふるさと集落生活圏」の形成を推進することにより、「小さな拠点」内においては徒歩で移動できる範囲内で生活サービスを受けられ
るようになるとともに、「ふるさと集落生活圏」で生活する人々が集まり交流することによって、人口減少・高齢化などの時代の変化に対応した地域構造
への転換、持続可能な地域づくりを図る。

支援手続
（申請～交付決

定）

P.6 2 （3）

概要
（支援の仕組み

等）

小学校区など、複数の集落が散在する地域において、日常生活に不可欠な施設・機能や地域活動を行う場所を集めた「小さな拠点（※１）」づくりと、周
辺集落とのアクセス手段を確保した「ふるさと集落生活圏（※２）」の形成を通じて、持続可能な集落づくりを図るため、関係省庁と連携しつつ、生活圏形
成プログラム（※３）策定調査を実施する。

※１：「小さな拠点」とは、人口減少・高齢化が進む集落地域において、診療所や介護施設、食料品や日用品を扱う商店、ＡＴＭ等の複数の生活サービス
や、公民館、地域センターなどの地域活動の中核施設を歩いて動ける範囲に集めたワンストップの拠点。

※２：「ふるさと集落生活圏」とは、「小さな拠点」を日常的に利用する周辺の集落を含めた概念であり、具体的には「小さな拠点」と、コミュニティバス等の
交通手段や地域通信等によって結びついた周辺集落を含むエリアを想定。

※３：「生活圏形成プログラム」とは、上記エリアの形成に必要な項目・メニューと、その実施（合意形成から実践まで）時期等を、段階を踏まえ計画的に
示すものであり、本調査では、実際に上記のような取組を行っている地域（又は行う意欲がある地域）を対象としてプログラム策定のためのモニター調査
を行い、その実践的なノウハウや工夫、課題と解決方策などを把握・整理する。

支援対象者
（実施主体）

本事業は調査事業であるため、地方自治体や民間団体に対して補助・支援等はない。
ただし、「小さな拠点」形成におけるノウハウ蓄積のため、具体的な集落地域を対象にモニター調査を予定しており、取組主体となる「小さな拠点」づくり
を主体的に進める集落地域に根ざした地域団体（ただし自治体は除く）に対し、調査に必要な経費を支出する。

施策の位置付け
（該当に○印）

- - - ○ 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

- P.17 第2章 4 (１)　

75

(55)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名
「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成

※H26名称変更 （H25事業名『集落地域における「小さな拠点」づくりの推進』）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ - ○ - - - - - - ○ -

担当課室 国土政策局広域地方政策課調整室 電話（直通）  03-5253-8360

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html

変更のポイント 地域の防災力を向上させるための基盤整備事業の事業化に向けた検討経費について、新たに支援対象とする。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

○支援の対象となる経費は以下のとおり。
・民間の設備投資等と一体的に行うことにより、優れた効果の発現や効率性が期待できる、地域活性化及び地域防災力向上のための国土交通省所管
の基盤整備事業（道路、海岸、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設）の事業化に向けた必要な検討経費
　（例）基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等
・東日本大震災を教訓として、災害時に孤立する恐れのある地域等において、地域の防災力向上等を図るため、公共土木施設に再生可能エネルギー
を導入して電力を確保する等の検討を行う場合には、公共土木施設への再生可能エネルギー導入に必要な検討経費も支援対象となります。
　（例）施設に必要な電力量の把握、発電設備（太陽光パネル等）の設置を伴う実証実験等

○補助率　：１／２　※採択にあたって金額に下限値、上限値はない
○対象分野：国土交通省所管の基盤整備事業
　　　　　　（例）道路、海岸、河川、港湾、都市公園、鉄道、空港等の公共土木施設の整備

想定する具体的
効果

地域活性化及び地域防災力向上に必要な基盤整備について、民間の意思決定のタイミングの合わせ、機を逸することなく、構想段階から事業実施段
階への円滑かつ速やかな移行が図られることから、民間の活力を最大限に活かし、基盤整備の発現効果を高めることが可能となる。

支援手続
（申請～交付決

定）

本調査費の支援を受けるまでの手順は以下のとおり。(年３回募集)
①募集（平成２５年度実績：第１回2/6～3/13、第２回4/8～5/17、第３回6/17～7/24）
②国交省へ申請（調査計画書、調査概要の提出）
③審査（国交省における審査、財務省との実施計画協議）
④調査費配分の決定（平成２５年度実績：第１回5/16、第２回6/28、第３回10/15）
⑤交付申請
⑥交付決定

-

概要
（支援の仕組み

等）

各地域の個性や強みを活かし、特色ある地域の成長を図るため、地方公共団体が行う社会基盤整備において、官民が連携し、民間の投資や活動と一
体的に実施することにより効果的・効率的となる地域の活性化を推進するための事業について、公共土木施設への再生可能エネルギー導入の検討を
含め、その事業化検討経費を支援する。（補助金）
また、災害対策の視点においても、官民の連携によりその効果が高まる事業が広く考えられることから、地域の防災力を向上させるための基盤整備事
業の事業化検討経費についても新たに支援の対象とする。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体（都道府県、市町村等）

施策の位置付け
（該当に○印）

- - - ○ 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

- -

397

(457)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 官民連携基盤整備推進調査費

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

6

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html


公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

担当課室 広域地方政策課広域制度企画室 電話（直通） 03-5253-8370

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

25年度は主に準備段階の先進的な取組（協議会設立や行動計画の策定等）に対する支援を実施し、報告会の開催、事例集の公表を行った。26年度
は、主に実施の段階の取組を行う団体（協議会）に対し、支援を実施する。

想定する具体的
効果

本施策により先進的な事例のノウハウ、課題等を整理し、公表することで、今後、全国に広域的地域間共助が効果的に広く普及することとなる。

支援手続
（申請～交付決

定）

・応募用紙（目的、取組概要、スケジュール等）、参考見積書を国土交通省担当課あて提出
・選定基準に沿って評価・審査を行い、採択・不採択を申請者へ通知

p.4（2(1)①（ⅲ））19行目～
p.5（2(2)②（ⅱ））33行目～
p.8（3(1)②ロ）31行目～

概要
（支援の仕組み

等）

災害に備えた平時からの広域連携を推進する上で、参考となる先進的な活動を支援し、地域において具体的な取組を実際に行うことを通じて得られ
る、課題、効果的な広域連携のあり方や推進方法について検討を行うとともに、得られた知見・ノウハウを広く展開していくことを目的としている。
そこで、同時被災リスクの少ない複数地域における、地域資源等を有機的に結びつけた多様な主体間（地方公共団体や民間、NPO等）での連携主体を
対象とし、地域活性化等の平時の枠組みを活かしつつ、災害時の円滑な支援・受援に向けた取組について調査を実施し、ノウハウ等を普及・展開して
自立的な広域連携の推進を図る。

支援対象者
（実施主体）

協議会（2つ以上の地方公共団体とNPO等の民間から構成）

施策の位置付け
（該当に○印）

－ ○ ○ － 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 －

－
p.17(1)特色を活かした地域づくり

p.17 10行目～p.18 3行目

35

(95)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名
地域資源を相互補完した広域連携の推進

※H26名称変更（H25事業名『広域的地域間共助推進事業』）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

7

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000014.html


公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - ○ - - - ○ ○ ○ - - - - ○ - - -

担当課室 国土政策局国土情報課 電話（直通） 03-5253-8353

URL -

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

地理空間情報を活用した地域活性化等にイノベーションをもたらす官民の連携した提案を公募・選定し、実証を実施。

想定する具体的
効果

地理空間情報を活用したサービスの具体的な成功モデルが明らかとなり、地域活性化等に活用する取組が全国的に広がる。

支援手続
（申請～交付決

定）

①官民の連携した提案を公募
②有識者による審査・選定
③実証開始

-

概要
（支援の仕組み

等）

世界最高水準のIT社会の実現に資する「地理空間（G空間）情報高度活用社会」を目指し、地理空間情報を活用した地域活性化等にイノベーションをも
たらすサービスや技術について公募・選定の上、実証を行う。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、民間事業者等

施策の位置付け
（該当に○印）

- ○ - - 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

- -

115

-

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 イノベーションをもたらす地理空間（G空間）情報の活用の推進

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

8



公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

担当課室 国土政策局地方振興課 電話（直通） 03－5253－8404

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000061.html

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省　

支援内容
（単価・水準等）

地域づくり活動支援体制によって行われる地域づくり活動に対する、専門家によるきめ細かいアドバイス（ハンズオン支援）等を行う活動

想定する具体的
効果

地方における地域資源を活かした新たな地域ビジネス等が創出され、地域の活性化が期待される。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

　○地域づくり活動支援体制（構築見込み含む）が国土交通省に申請書を提出
　○国土交通省及び有識者にて申請書を審査
　○採択された地域づくり活動支援体制に対して補助金を交付

―

概要
（支援の仕組み

等）

　地方中小都市を中心とした地方部における地域の活性化を図るため、自然、歴史、文化等の地域資源を活かした特産品開発、観光開発等を目的とし
た、多様な主体による事業型の地域づくり活動（地域ビジネス）等を促進する仕組みの構築を支援する。
 具体的には、
（１）地域ビジネスを生み育てるため、現場の活力や知恵を結集する仕組みとしての地域づくり活動支援体制の構築及びその地域づくり活動支援体制が
行う地域づくり活動へのハンズオン支援等の中間支援活動に対して支援を行う。
（２）各地域づくりプラットフォームの活動を促進するための全国ネットワークの立ち上げに向けた検討を行う。

支援対象者
（実施主体）

地方自治体、NPO、民間事業者、地域金融機関等で構成される連携体制

位置付け
（該当に○印）

― ○ ― ― 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

― P.17～P.18

45

-

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 多様な主体による地方部の地域づくり活動支援体制整備事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

9



公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ― ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ―

担当課室 国土政策局地方振興課 電話（直通） 03－5253－8403

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000021.html

変更のポイント 「小さな拠点」づくりの計画等がある場合、集落地域の再生を図るため、計画等に位置づけられた新たな機能を、一部導入することも対象

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

上記の事業を実施する市町村に対して、補助金の交付により支援。
補助率は１／２以内。なお、市町村がＮＰＯ等の行う当該施設整備と一体的な調査等に対して補助する場合は、市町村が補助する額の１／２以内。

想定する具体的
効果

公益サービスの維持確保や拠点集落の形成、整備した施設において展開される地域活動の維持・発展等を通して、当該地域における定住人口の流出
抑制、交流人口の増加に資する。

支援手続
（申請～交付決

定）

　９～１１月　市町村等の希望確認
１２～　１月　事業構想調書の提出
　１～　２月　申請・事業評価
　３～　４月　交付決定

―

概要
（支援の仕組み

等）

　人口減少や高齢化が先行・加速する条件不利地域において、定住人口の流出抑制及び交流人口の増加を目的として、市町村の創意工夫により、そ
の所有する廃校舎等の既存公共施設（ストック）を活用した、公益サービスの維持確保、地域産業の活性化及び地域間交流の活発化による交流・定住
の促進に資する施設への改修整備を支援。

支援対象者
（実施主体）

対象地域（離島、豪雪、山村、半島、過疎）を含む市町村　等

施策の位置付け
（該当に○印）

― ― ○ ― 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

―
第2章4(1)
第3章3(2）

310

(290)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 集落活性化推進事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

10

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000021.html


公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ ○ － － － － － － － － － － － － － － ○

担当課室 国土政策局地方振興課 電話（直通） ０３－５２５３－８４０４

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000010.html

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

豪雪地帯対策特別措置法に基づき指定された豪雪地帯を対象

　○除雪ボランティア等による体制づくり
　○雪処理の担い手の育成
　○ボランティアと地域を繋ぐコーディネーターの養成　等

地域の除排雪体制の整備に係る場合に対象とする。

想定する具体的
効果

実証調査により効率的・効果的な地域除排雪体制の整備手法を確立し、全国に普及・展開することで、共助等による除排雪体制の整備の拡大が期待
できる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

○取組の提案を募集
○対象団体より応募
○先導性・実効性の観点より審査・選定
○調査請負者による調査費の支給

－

概要
（支援の仕組み

等）

高齢化が進む豪雪地帯における雪処理の担い手を確保・育成するため、地域の実情に即した地域除排雪体制づくりを支援・推進し、その整備手法を普
及・展開する。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体（道府県・市町村）、法人（ＮＰＯ等）、その他団体（社会福祉協議会、地域住民組織等）

施策の位置付け
（該当に○印）

－ ○ － － 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
豪雪地帯対策特別措置法
第１３条の３

－ －

23

(22)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 豪雪地帯における除排雪体制整備の推進

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

11

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000010.html


公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ ○ － － － － － ○ ○ － － － － － － － －

担当課室 国土政策局地方振興課半島振興室 電話（直通） 03-5253-8425

URL http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000013.html

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

ワークショップの開催等に係る現地活動への支援、専門家等の紹介・派遣

想定する具体的
効果

［１］半島地域活性化の多様な担い手形成促進調査（平成２５年度は、「半島担い手強化プログラム」として実施）
　　半島地域内の多様な人材・団体の協働関係を構築・強化することや、半島地域外の活力を取り込むこと等を想定。

［２］半島間連携による自立的発展支援調査（平成２５年度は、「半島間連携チャレンジプログラム」として実施）
　　活動団体同士の交流連携を通じて新しい協働事業や仕組みづくりやネットワークの形成を進めることを想定。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援手続きは以下の通り。

１．応募団体からエントリーシートを提出
２．有識者による選考
３．選考された応募団体に対し国土交通省の委託先から団体への支援等を実施

-

概要
（支援の仕組み

等）

　三方を海に囲まれ人口減少・高齢化の進行、地域コミュニティの弱体化等に直面する半島地域（全国23地域※）において、多様な担い手が参画した半
島の特徴を活かした地域づくり活動を推進するため、以下の調査を実施し、各地域の取組を支援。
　※半島振興法第2条に規定する半島振興対策実施地域に指定された23地域（22道府県）

［１］半島地域活性化の多様な担い手形成促進調査
　　（調査の中で平成２５年度は、「半島担い手強化プログラム」を実施し、各地の取組を支援）
○半島における地域づくり活動の活性化を担う人材の育成を行うため、市町村職員、地域づくり団体、一般住民、地元企業など世代・地域・分野を超え
た様々主体の参画のもとに行われる地域づくり活動（例：棚田の保全活動、モニターツアーの実施など）を支援。

［２］半島間連携による自立的発展支援調査
　　（調査の中で平成２５年度は、「半島間連携チャレンジプログラム」を実施し、各地の取組を支援）
○半島地域で活動する団体が、他の半島地域で活動する団体と連携し、周遊観光ルートの開発等を行うなどの共同活動を行うことで、地域同士のネッ
トワークを拡大するとともに、半島地域の資源のより効果的な活用方法について理解を深める取組を支援。

支援対象者
（実施主体）

NPO、地域づくりに携わる団体、民間事業者等

施策の位置付け
（該当に○印）

- ○ - - 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 半島振興法

- p17l29、30l9

36

(40)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 半島地域振興対策事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

12

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000013.html


公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○ － － － － － － － －

担当課室 国土政策局離島振興課 電話（直通） 03-5253-8421

URL －

変更のポイント
１．戦略産品の海上輸送費の品目拡大
２．避難施設等の整備など防災機能強化のためのメニューを創設
３．離島流通効率化事業を統合

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

補助率：
都道県、市町村、一部事務組合・・・予算の範囲内で各事業の１／２以内
民間団体・・・予算の範囲内で各事業の１／３以内（ただし、国の負担額は、地方公共団体の負担額と同額までとし、都道県、市町村、一部事務組合を
通じた間接補助とする）

想定する具体的
効果

定住人口及び交流人口の増加

支援手続
（申請～交付決

定）

１．地方公共団体等が離島活性化事業計画を作成、提出
２．国土交通省が承認
３．地方公共団体等が交付申請
４．国土交通省が交付決定

－

概要
（支援の仕組み

等）

離島における地域活性化を推進し、定住の促進を図るため創設した離島活性化交付金を拡充し、海上輸送費の軽減等戦略産業の育成による雇用拡
大等の定住促進、観光の推進等による交流の拡大促進、安全・安心な定住条件の整備強化等の取組を支援する。

支援対象者
（実施主体）

都道県、市町村、民間団体

施策の位置付け
（該当に○印）

－ ○ － － 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 離島振興法第7条の３第2項

－ 17頁29行

1,150

(1,000)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 離島活性化交付金

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

13



公共 非公共

－ ○ － ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

担当課室 国土政策局特別地域振興官 電話（直通） 03-5253-8423

URL －

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

奄美群島の厳しい地理的、自然的、歴史的条件不利性の克服等について、自らの責任で地域の裁量に基づく施策の展開を後押しする仕組み。

想定する具体的
効果

奄美群島の自立的で持続可能な発展。

支援手続
（申請～交付決

定）

奄美群島振興開発特別措置法等に基づき鹿児島県知事より交付申請を受け、国土交通大臣が交付決定。

－

概要
（支援の仕組み

等）

奄美群島では、厳しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情により、未だ本土との間に所得水準をはじめとする経済面・生活面での諸格差が残さ
れていることから、平成２５年度末に期限を迎える特別措置法の延長・改正と併せ、ソフト面を中心に自立的で持続可能な発展に向けた地域の取組み
を後押しする奄美群島振興交付金を創設する。

支援対象者
（実施主体）

鹿児島県、奄美群島内市町村、民間団体

施策の位置付け
（該当に○印）

－ ○ ○ ○ 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
奄美群島振興開発特別措置法第８条、
第９条、第10条

－ P17　第２章 ４． （１）
（都市再生・まちづくり、地域活性化等）

2,130

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 奄美群島振興交付金

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

14



公共 非公共

－ ○ － ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － － － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

担当課室 国土政策局特別地域振興官 電話（直通） 03-5253-8424

URL －

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

○小笠原諸島振興開発費補助金
　小笠原諸島に生息する病害虫等の防除等や診療所の運営に係る経費等を補助し、島民及び観光客が安心して生活・滞在できる環境を整備。

○小笠原諸島振興開発事業費補助
　東京都及び小笠原村等が実施する小笠原諸島における産業基盤施設及び生活基盤施設等の整備について支援。

想定する具体的
効果

小笠原諸島の自立的発展、住民生活の安定及び福祉の向上。

支援手続
（申請～交付決

定）
小笠原諸島振興開発特別措置法等に基づき東京都知事及び小笠原村長より交付申請を受け、国土交通大臣が交付決定。

－

概要
（支援の仕組み

等）

地理的、自然的、社会的、歴史的条件等の特殊事情による不利性を抱える小笠原諸島において、小笠原諸島振興開発特別措置法に基づき、小笠原
諸島の振興開発を図るため、国土交通大臣策定の小笠原諸島振興開発基本方針に即して東京都が定めた小笠原諸島振興開発計画に基づく事業の
実施に要する経費の一部を補助。

支援対象者
（実施主体）

東京都、小笠原村、民間団体等（東京都経由）

施策の位置付け
（該当に○印）

－ ○ ○ ○ 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
小笠原諸島振興開発特別措置法第7条
及び第8条

－ P17　第２章 ４． （１）
（都市再生・まちづくり、地域活性化等）

1,099

(973)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担

い手育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 小笠原諸島振興開発事業費補助金

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予

算)

15



公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ - - - - - - - - - - - - - - ○

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○

概要
（支援の仕組み

等）

建設業の下請取引等の実態調査を実施し、その結果に基づき指導を行い取引の適正化を推進することで、中小企業を含めた建設業の活力を回復し、
生産性の向上を図る。

支援対象者
（実施主体）

事業者

国土交通省

土地・建設産業局　建設業課　適正取引推進指導室 電話（直通）

-

元請・下請間の取引の適正化を図ることを目的として、下請取引等の実態を把握する調査を実施する。

地域類型の区分 施策類型の区分

下請取引適正化推進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

０３－５２５３－８２７７

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

- -

-

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

建設業法

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

建設業者に対する法令違反に対する実態調査を行い、不良・不適格業者の排除を促進することで地域にとって適切な建設業者の確保につながる。

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

15
予算

(15)

根拠法令等

URL http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000190.html

変更のポイント

省庁名

担当課室
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ - - - - - - - - - - - - - - ○

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

2
予算

(2)

根拠法令等

法制度

施策名

URL http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000190.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

建設業法

０３－５２５３－８２７７

-

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

立入検査の実施を通じて法令遵守に係る指導監督を行うことにより、不良・不適格業者の排除を促進し、地域にとって適切な建設業者の確保につなが
る。

違反行為に対する監視体制の強化
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

-

-

-

建設業における法令遵守の徹底を図ることを目的として、立入検査等による建設企業への指導監督を実施するもの。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）
建設業法令遵守推進本部による立入調査の実施等により、建設工事の下請適正取引を推進。

支援対象者
（実施主体）

事業者

国土交通省

土地・建設産業局　建設業課　適正取引推進指導室 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○
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公共 非公共

- ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － － － － － － － － － － － ○

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○

概要
（支援の仕組み

等）
元請―下請業者間等における取引上のトラブルについて、適切かつ迅速なアドバイス等を行うことで、取引の適正化、中小建設業者の生産性を向上。

支援対象者
（実施主体）

事業者

国土交通省

土地・建設産業局　建設業課　適正取引推進指導室 電話（直通）

－

建設業取引適正化センターへ、相談者自らが電話、FAX、電子メールで相談の受付を行う。
相談は電話、FAX、電子メール、面談、いずれの方法でも可。
相談内容に応じてアドバイスや紛争審査会を紹介。

建設工事の請負契約をめぐるトラブルについて、弁護士、建設業の学識経験者等からのアドバイスや紛争審査会の紹介等を行うことによって解決を図
るもの。

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

建設工事の請負契約をめぐるトラブルについて、弁護士、建設業の学識経験者等による適切なアドバイス等により、弱い立場の下請企業へのしわ寄せ
を排除するとともに下請取引の適正化を推進する。

建設業の取引の適正化に向けた機能の強化
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

URL http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo13_hh_000061.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

０３－５２５３－８２７７

－

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

58
予算

(59)

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ － － － － － － － － － － － － － －

③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

社会資本の整備・維持管理や地域の防災・減災の担い手として重要な役割を果たしている地域の建設企業等の新事業展開等の経営上の課題又は施
工管理等の技術的な課題の解決を支援するため、専門家によるアドバイスを実施するとともに、特にモデル性の高い案件については、重点的に支援を
行う。

支援対象者
（実施主体）

中小・中堅建設企業等

国土交通省

土地・建設産業局　建設市場整備課 電話（直通） 03-5253-8281

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

・相談支援については、各地方整備局等に設置した経営戦略相談窓口にて随時受付。
・重点支援については、相談支援を受けた建設企業等のうち、モデル性の高い案件を全国審査会にて選定。

（相談支援）
経営戦略相談窓口を設置し、中小・中堅建設企業等の新事業展開等の経営上の課題又は施工管理等の技術的な課題の解決を支援するため、中小企
業診断士や公認会計士等の専門家によるアドバイスを実施。初回無料、2回目は2,700円。

（重点支援）
特に新事業展開、企業再編・廃業であり、他企業に対するモデル性のある案件については、専門家の支援チームによる経営改善計画の策定等の目標
達成までの継続支援（チームアドバイス支援）や、建設企業のもつノウハウを活かした地域の課題解決に資する事業に要する経費の一部支援（ステップ
アップ支援）（上限300万円）を実施。

地域類型の区分 施策類型の区分

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地域の経済・雇用を支え、災害対応、インフラの維持管理等の地域社会の維持に必要不可欠な役割を担っている地域の建設企業等に対して、新たな
需要が見込まれる他分野への事業展開（経営の多角化）等の支援を強化することにより、地域の課題解決に貢献しつつ、建設企業等の経営基盤の強
化を図ることができる。

事業転換のための課題解決支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

URL http://www.yoi-kensetsu.com/advisory/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P52、23～24行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

186
予算

(185)

根拠法令等

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名
税制

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ - - - - ○ - - - - - - - - - -

５０ページ、３行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

10,929
（うち復興特
会298）

予算

(10,874)

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進

施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

URL http://www.chiseki.go.jp/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

国土調査法第９条の２等

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地籍調査を実施して土地の境界が明確になることにより、土地取引が円滑化され、不動産市場の活性化等につながるとともに、まちづくりの推進、防
災・減災事業の円滑な着手が図られる。
また、被災地においては、復旧・復興事業の迅速化に貢献する。

地籍調査事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１７ページ、１５行目 -

-

①都道府県が事業計画を作成し、国土交通省が同意。
②都道府県が補助金交付申請を行い、国土交通省が交付決定。

【都道府県及び市町村】
地籍調査に要する経費の二分の一を負担。
【森林組合等】
地籍調査に要する経費の三分の二を負担。

地域類型の区分 施策類型の区分

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

都道府県
市町村（都道府県経由）
森林組合等（都道府県経由）

国土交通省

土地・建設産業局地籍整備課 電話（直通） 03-5253-8384

③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

【一般会計】
毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査を行うとともに、境界及び地積に関する測量を実施して、その結果を地籍図及び地籍簿に取り
まとめる地籍調査を推進することにより、円滑かつ安定した土地取引等に貢献するもの。また、被災した場合における復旧・復興事業の迅速な実施を確
保するとともに、地域の防災・減災対策を推進。
【復興特会】
東日本大震災発生時に地籍調査を実施中であった地域等においての自治体による測量成果の補正等と復興事業と連携して実施する地籍調査を促進
し、迅速な復旧・復興に貢献。

支援対象者
（実施主体）
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

【一般会計】
市町村等の地籍調査の前提となる官有地と民有地の間の境界情報の整備に必要な基礎的な情報を調査し、市町村等の負担軽減を図るもの。また、当該調
査により、被災した場合における復旧・復興事業の迅速な実施を確保するとともに、地域の防災・減災対策を推進。
【復興特会】
被災地の地籍調査未実施地域における土地境界明確化のための国直轄の官民境界基本調査を実施。また、地籍調査の実施体制が十分でない市町村等に
代わり、国において地籍調査を実施。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -

担当課室 土地・建設産業局地籍整備課 電話（直通） 03-5253-8384

URL http://www.chiseki.go.jp/

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 国土調査法第２条、第４条等

５０ページ、３行目 １７ページ、１５行目

436
（うち復興
特会50）

(809)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 都市部官民境界基本調査　【直轄事業】

継続-○ -
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

204
予算

(224)

根拠法令等

法制度

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

-

URL http://www.chiseki.go.jp/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

地籍整備推進調査費補助金制度
要綱、地籍整備推進調査費補助
金交付要領等

03-5253-8384

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地方公共団体や民間事業者等による測量成果が登記所に備え付けらえて広く活用されることで、地籍調査を実施した場合と同様に、土地取引が円滑
化され、不動産市場の活性化等につながる。

地籍整備推進調査費補助金
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

- -

-

①対象者からの補助金の交付申請に基づき、国土交通省において交付決定。
②対象者において測量発注。
③対象者において完了実績報告。
④国土交通省において額の確定。

【都道府県及び市町村】
対象事業（調査計画作成等、現況調査、境界確認、予備調査及び成果作成）に要した費用の２分の１を負担。
【民間事業者等】
対象事業（調査計画作成等、現況調査、境界確認、予備調査及び成果作成）に要した費用の３分の１を負担。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）
地方公共団体や民間事業者等が実施した地籍調査以外の測量成果を活用し、都市部の地籍整備を推進する。

支援対象者
（実施主体）

都道府県
市町村
民間事業者等

国土交通省

土地・建設産業局地籍整備課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

- - ○ ○ - - - - ○ - - - - - - - - - -

③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○

概要
（支援の仕組み

等）

山林における地籍調査の基礎とするため、高齢化や村離れ、森林の荒廃等により土地の境界が不明になりつつある地域の土地境界情報を調査して、
将来の地籍調査の実施に役立てるもの。

支援対象者
（実施主体）

直轄事業

国土交通省

土地・建設産業局地籍整備課 電話（直通） 03-5253-8384

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

- -

-

①市町村・都道府県と調整し、山村境界基本調査の対象地域を選定。
②国土交通省において、民間事業者に山村境界基本調査業務を発注。

国土交通省において全額負担

地域類型の区分 施策類型の区分

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地籍調査に先行して山村部の山村境界の基本的な情報を整備することにより、市町村等による山村の地籍調査を促進する。

山村境界基本調査
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

URL http://www.chiseki.go.jp/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

国土調査法第２条、第４条等

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

151
予算

(250)

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － ○ － － － ○ ○ － － － － － － － － －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○

概要
（支援の仕組み

等）

　都市の健全な発展と秩序ある整備を促進する観点から、公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）（以下、「法」という。）に基づく先
買い制度により取得された土地（以下、「先買い土地」という。）のうち一定の要件を満たす場合に限り、その用途の範囲を拡大し、有効活用を図ることに
より、地域再生を支援するものです。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村等

国土交通省

土地・建設産業局　地価調査課　公共用地室 電話（直通）

－

申請にあたって必要な書類は下記のとおり。
（１)先買い土地の所在地（先買い土地の位置が分かる図面を含む。）
（２）買取りの時期及び目的
（３)法第９条第１項第１号から第３号までに掲げる事業等に供される見込みがないと判断される理由
（４）先買い土地を供することを予定している事業の概要
（５）その他参考となる資料

（１）対象となる先買い土地は、次に掲げるすべての要件を満たすものに限られます。
　ア）先買い制度により買い取られてから起算して１０年を経過した土地であること。
　イ）都市計画の変更、買取りの目的とした事業の廃止又は変更その他の事由によって、将来にわたり法第９条第１項第１号から第３号までに掲げる事
業又はこれらの事業に係る代替地に供される見込みがないと認められるものであること。

（２）上記の要件を満たす場合には、先買い土地を供することができる事業として、認定地域再生計画に記載された事業を追加することができます。（た
だし、地域再生法第５条第４項第２号に規定する地域再生支援貸付事業及び同項第４号に規定する補助金等交付財産について転用することにより行う
事業を除く。）

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

　本施策は、「地域再生法」に基づく「地域再生計画」に対する支援措置の一つであり、都市計画の変更や買取りの目的とした事業の廃止又は変更等に
より、将来にわたって利用される見込みのなくなった先買い土地について、用途の範囲を拡大するものです。
　これにより、長期にわたり保有されたままになっている先買い土地について有効活用が図られることとなり、地域活性化に寄与することが期待されま
す。

公有地の拡大の推進に関する法律による先買いに係る土地を供することができる用途の範
囲の拡大

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

公有地の拡大の推進に関する法
律第９条第１項

03-5253-8270

－

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

－
予算

－

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ○ ― ○ ― ○ ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

ICTを活用した多様で柔軟な働き方に資するテレワークの実態把握や、特に子育て世代の女性や若者等をターゲットとしたテレワーク展開拠点施設の
配置、機能等のニーズを把握するとともに、大都市の国際競争力向上や災害時の都市機能継続の観点及び地方都市の魅力向上・活性化の観点で、
都市整備のあり方を検討する。

支援対象者
（実施主体）

―

国土交通省

都市局都市政策課 電話（直通）

―

―

―

地域類型の区分 施策類型の区分

想定する具体的
効果

結果の公表や周知等により、今後の都市政策の立案及び「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成２５年６月１４日閣議決定）における「２０２０年には、テレ
ワーク導入企業を２０１２年度比で３倍、週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数を全労働者数の１０％以上」とする政府目標の達
成が期待できる。

テレワークの推進（都市の産業競争力を高める施策の検討）
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

１６ページ、３行 ―

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

URL http://www.mlit.go.jp/crd/daisei/telework/

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

世界最先端IT国家創造宣言
(平成２５年６月１４日閣議決定）
１６ページ、１７行

03－5253－8397

支援手続
（申請～交付決

定）

施策の位置付け
（該当に○印）

３３ページ、３４行

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

12
予算

(21)

根拠法令等

法制度

施策名
税制
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公共 非公共

- ○ ○ ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○

③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○

概要
（支援の仕組み

等）

災害が発生した地域又は災害危険区域のうち、住民の居住に適当でないと認められる区域内にある住居の集団的移転を促進するため、地方公共団体
が行う集団移転促進事業に係る経費に対し一部補助を行う。

支援対象者
（実施主体）

集団移転促進事業を実施する市町村
（事業の規模が著しく大であることその他の事由により市町村が実施することが困難な事業については、当該市町村の申出により、都道府県が実施す
ることができる。）

国土交通省

都市局都市安全課都市防災対策推進室 電話（直通） 03-5253-8402

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

補助を受ける手順は、以下のとおり。

①市町村が集団移転促進事業計画を作成、都道府県知事を経由し、国土交通大臣に提出。（当該都道府県知事は、当該計画についてその意見を国土
交通大臣に申し出ることができる。）
②国土交通大臣が当該計画に同意
③市町村（又は都道府県）が国土交通大臣に対し補助金の交付を申請。
④国土交通大臣が当該申請に係る補助事業が適当であると認めた場合、補助金の交付を決定。
⑤市町村（又は都道府県）が集団移転促進事業を実施し、事業完了後、事業実績報告書を国土交通大臣に提出。
⑥国土交通大臣が補助事業の成果について調査し、補助金の交付の決定の内容等に適合すると認めた場合。

補助率：3/4

地域類型の区分 施策類型の区分

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

豪雨、洪水、高潮その他の異常な自然現象による災害が発生した地域又は建築基準法 より指定された災害危険区域のうち、住民の居住に適当でない
と認められる区域内にある住居の集団的移転を促進する。

防災集団移転促進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

URL http://www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/tobou/g7_1.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

防災のための集団移転促進事業
に係る国の財政上の特別措置等
に関する法律

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

-

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

44
予算

(44)

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
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公共 非公共

○ ― ― ―

大都
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農山
漁村
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地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ―

URL http://www.minto.or.jp/products/fund.html　　(一財)民間都市開発推進機構のホームページ

担当課室 都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室 電話（直通） 03-5253-8127

想定する具体的
効果

住民等による景観形成・観光振興等のまちづくり事業への助成等を行う「まちづくりファンド」に対して、資金拠出により支援。

これまで、下記のようなまちづくり事業の推進に貢献。
（景観形成）街並み景観に配慮したファサードの改修、植栽やフラワーポットの設置等の緑化活動など
（まちの魅力アップ）シンボル施設の整備、ライトアップ設備の整備など
（伝統文化の継承・歴史的施設の保全）伝統文化継承のための資料館等の整備や地域の伝統的な町家、歴史的建築物（倉庫、蔵、住宅等）の保全・改
修など
（観光振興）観光物産品の販売施設整備、観光振興のための案内板の設置など

（支援対象となったまちづくりファンドの一覧はこちら）
http://www.minto.or.jp/archives/results_03a.html

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受ける手順は、以下のとおり。
○　まちづくりファンドが、民都機構へ応募
○　民都機構が、有識者からなる選定委員会による審査を経て、支援対象を選定
○　民都機構が、まちづくりファンドに対して資金拠出
　※今年度の募集案内（スケジュール等）については、民都機構のホームページにおいて公表。

変更のポイント ○住民参加型まちづくりファンドによるまちづくり会社への出資を支援の対象に追加

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

P6　11～14行目、P12　20～22行目

概要
（支援の仕組み

等）

地域の資金を地縁により調達し、これを景観形成・観光振興等のまちづくりへ誘導するため、まちづくり活動への助成等（まちづくり会社（都市再生推進
法人として指定された会社又は復興まちづくり会社）への出資を含む。）を行う住民参加型まちづくりファンド(公益信託、公益法人、市町村長が指定する
NPO等の非営利法人、まちづくり会社又は地方公共団体が設置する基金)に対して、（一財）民間都市開発推進機構（民都機構）が資金拠出による支援
を実施。

（詳細はこちら）
http://www.minto.or.jp/products/fund.html

支援対象者
（実施主体）

交付先：民都機構
　※　　民都機構からの支援先は、住民参加型まちづくりファンド (公益信託、公益法人、市町村長指定のNPO等の非営利法人、まちづくり会社又は地
方公共団体設置の基金)

支援内容
（単価・水準等）

民都機構が、まちづくりファンドに対して資金拠出。
　拠出金額は、次のうち、最も低い金額。
○　原則として２，０００万円。ただし、まちづくりファンドの規模、助成等を考慮して必要と認められる場合には、５，０００万円。
○　まちづくりファンドに対する地方公共団体の拠出金額
○　民都機構が拠出した後のまちづくりファンドの総資産額の３分の１

― 変更

（該当ページ、
行を記入）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
民間都市開発の推進に関する特
別措置法第4条第1項第6号

P50　10～20行目 P17　18～22行目

位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ―

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

200

(200)

施策名 住民参加型まちづくりファンド支援業務

予算
税制 法制度
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公共 非公共

― ― ― ○
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地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ― ○ ―

施策の位置付け
（該当に○印）

52,000

(50,000)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ―

施策名 メザニン支援業務

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

― ― 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
都市再生特別措置法第29条第1
項及び第７１条第１項

P49 35～P50 1行目 P17　12～14行目 ―

概要
（支援の仕組み

等）

都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上を図るため、都市再生特別措置法に基づく特定都市再生緊急整備地域若しくは都市再生緊急整備地域
内又は都市再生整備計画区域内で、国土交通大臣認定を受けた民間都市再生事業であって防災や環境に配慮した事業に対して、（一財）民間都市開
発推進機構（民都機構）がメザニン支援（ミドルリスク資金を供給する金融支援）を実施。

（詳細・支援要件等はこちら）
http://www.minto.or.jp/products/mezzanine.html

支援対象者
（実施主体）

専ら認定事業の施行（又は、専ら、認定事業者から建築物等を取得し、管理及び処分すること）を目的とする株式会社、合同会社又は特定目的会社

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

貸付け（最大20年）又は社債の取得（最大10年）

想定する具体的
効果

特に調達が困難なミドルリスク資金供給の円滑化を図るため、民都機構が劣後的条件で貸付・社債取得を行い、事業者の長期的かつ安定的な金利で
の資金調達を支援することで、防災や環境に配慮した優良な都市開発プロジェクトを支援。
（過去の支援事例はこちら）
http://www.minto.or.jp/archives/results_01.html

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下の通り。
○民間事業者が、都市開発事業の計画を作成し、国土交通大臣に認定を申請
○国土交通大臣による認定
○民都機構に支援を申込み
○支援実行
（詳細はこちら）
http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000016.html

変更のポイント ○国際的な求心力を高める都市機能の整備について支援を拡充

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

担当課室 都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室 電話（直通） 03-5253-8127

URL http://www.minto.or.jp/products/fund.html　　(一財)民間都市開発推進機構のホームページ

28



公共 非公共

○ ― ― ○
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地域医
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○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ― ―

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

－

－

施策名 まち再生出資業務

予算
税制 法制度

支援内容
（単価・水準等）

出資
（竣工後１０年以内に配当等を行うことが確実であると見込まれること）

― 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

都市再生特別措置法第71条第1
項及び第103条第１項、広域的地
域活性化のための基盤整備に関
する法律15条第1項第2号P50　10～20行目 P17　18～22行目

○ ― ―

P6　11～14行目、P12　20～22行目

概要
（支援の仕組み

等）

都市再生に資する民間都市開発事業の立ち上げを支援するため、①市町村が作成する都市再生整備計画の区域内で都市再生整備計画に記載され
た事業と一体的に施行される民間都市開発事業又は②都道府県が作成する広域的地域活性化基盤整備計画に記載された重点地区の区域内で民間
事業者が実施する拠点施設整備事業であって、国土交通大臣認定を受けた事業に対し、（一財）民間都市開発推進機構（民都機構）が出資を実施。

（詳細・支援要件等はこちら）
http://www.minto.or.jp/products/regenerate.html

支援対象者
（実施主体）

専ら認定事業の施行（又は、専ら、認定事業者から建築物等を取得し、管理及び処分すること）を目的とする株式会社、合同会社又は特定目的会社

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

担当課室 都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室 電話（直通） 03-5253-8127

想定する具体的
効果

都市開発に伴うリスクを抱える地域の民間プロジェクトについて、民都機構が事業実施主体への出資を行うことで、民間資金の誘導の呼び水としてプロ
ジェクトの立上げの円滑化を推進。

（過去の支援事例はこちら）
http://www.minto.or.jp/archives/results_02.html

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下の通り。
○民間事業者が、都市開発事業の計画を作成し、国土交通大臣に認定を申請
○国土交通大臣による認定
○民都機構に支援を申込み
○支援実行
（詳細はこちら）
http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000010.html

変更のポイント ○都市の生活を支える機能の整備への支援の拡充

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

URL http://www.minto.or.jp/products/fund.html　　(一財)民間都市開発推進機構のホームページ
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公共 非公共

― ― ○ ―
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○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ―

施策名 都市再生促進税制

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予

算)

－

－

施策の位置付け
（該当に○印）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ―

支援内容
（単価・水準等）

都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域において、国土交通大臣の認定を受けた認定事業者に係る以下の特例措置を講じる。

・所得税・法人税：認定事業により整備される建物及び附属設備について、5年間4割増償却（5割増償却）
・登録免許税：建築した認定事業の用に供する建築物について、0.4%→0.3%（H24.3.31以前の認定：0.15%，H24.4.1以降の認定：0.2%）
・不動産取得税：認定事業の用に供するため取得した事業区域内の不動産について、課税標準を1/5控除（1/2）控除
・固定資産税・都市計画税：認定事業により新たに取得した公共施設及び都市利便施設の用に供する家屋、償却資産について、課税標準を
　　　　　　　　　　　　　　　　　 5年間2/5控除（1/2控除）
※（）内は特定都市再生緊急整備地域における特例措置

― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

P49　23～27行目 P17　12～14行目

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）

―

概要
（支援の仕組み

等）
都市再生緊急整備地域又は特定都市再生緊急整備地域における認定民間都市再生事業計画(国土交通大臣認定)に係る税制上の特例措置を行う。

支援対象者
（実施主体）

認定事業者

担当課室 都市局まちづくり推進課 電話（直通） 03-5253-8406

想定する具体的
効果

都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域において優良な民間都市再生事業を推進することにより、我が国の活力の源泉である都市
について、都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上（＝都市再生）を図り、都市の魅力を高める。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるための手順は、以下の通り。
○民間事業者が、都市開発事業の計画を作成し、国土交通大臣に認定を申請
○国土交通大臣による認定
○国土交通大臣による税の証明書等を発行
○支援実行

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

URL ―

30



公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ○ ―

概要
（支援の仕組み

等）

集約型都市構造の実現に資する拠点的市街地等において、地区・街区レベルにおける先導的な都市環境対策を強力に推進するため支援を実施

○先導的都市環境形成促進事業費補助金：計画策定支援、コーディネート支援、モデル事業支援及び先進緑化技術開発支援

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村、（独）都市再生機構　等

国土交通省

市街地整備課、街路交通施設課、公園緑地・景観課、都市計画課、都市政策課 電話（直通）

支援を受けるまでの手順は、以下の通り。（モデル事業支援の場合）
○認定申請書、技術評価等に必要な書類の提出
○審査の実施、大臣認定
○全体設計承認（建設工事の施工年度が複数年度に渡る場合等）
○交付申請書の提出
○審査の実施
○交付決定

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

エネルギーの面的利用の導入が全国的に促進され、未利用・再生可能エネルギーの利用向上による一次エネルギーの削減や災害時のエネルギー
の自立性の向上等が期待される。

支援内容
（単価・水準等）

― ―

―

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

21頁，21行～22行 ―

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

URL http://www.mlit.go.jp/crd/city/sigaiti/shuhou/ecomachi/ecomachi.htm

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

03-5253-8413

平成26年度よりモデル事業について、交通・みどり分野を廃止。

地域類型の区分 施策類型の区分

○ ―

施策名
税制

（１）計画策定支援
　　　　先導的な都市環境対策にかかる計画（未利用・再生可能エネルギーを活用し、地区・街区単位でエネルギーの面的利用を図る事業の実施に関する
　　 計画を含む。）の策定を行う事業

（２）コーディネート支援
　　　　都市環境対策（未利用・再生可能エネルギーを活用し、地区・街区単位でエネルギーの面的利用を図る事業を含む。）の実施に向けて関係者の合意
　　 形成を図るために必要な調査検討等を行う事業

（３）モデル事業支援
　【エネルギー分野】
　   複数街区にまたがる事業計画区域内における、普及可能性、先進・先導性を備えたエネルギー面的利用を図る事業

（４）先進緑化技術開発支援
　　　　 緑化が困難な空間の緑化、維持管理の低コスト化及び都市環境の改善に高い効果を発揮する緑化に関する、先進的な緑化関連の技術開発（効果の
　　　検証、実用化手法の確立までを含む。）を行う事業

先導的都市環境形成促進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予

算)

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

69頁，31行～34行

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

441
（うち優先課

題推進枠
140）

予算

(649)

根拠法令等

法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

施策の位置付け
（該当に○印）

区分（新規・継続・変更）
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ―

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 国営公園の整備・維持管理
24,677

(23,701)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続-

③地域の生活や産業の基盤整備

- -

http://www.mlit.go.jp/toshi/park/index.html

○

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 都市公園法第２条第１項第２号

- -

―

担当課室 都市局公園緑地・景観課 電話（直通） 03-5253-8419

URL

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

都市公園法に基づき、一の都府県の区域を超えるような広域の見地から、もしくは国家的な記念事業として又は我が国固有の優れた文化的資産の保存及び
活用を図るために設置する国営公園の整備及び維持管理を行う。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント

32
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ―

担当課室 都市局公園緑地・景観課景観・歴史文化環境整備室 電話（直通） 03-5253-8954

URL http://www.mlit.go.jp/toshi/rekimachi/toshi_history_mn_000003.html

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

良好な景観や歴史的まち並みの形成における共通課題に対応する取組を公募し、第三者委員会において優れた提案を選定する。
　【共通課題】
　　○民間資金の導入による町家等の歴史的建造物の修理・活用等の促進
　　○広域的な歴史まちづくりの専門家組織の育成
　　○伝統工法と現代工法の組合せによる歴史的建造物保全システムの構築
　【調査経費】
　　１件当たりの上限額は原則７００万円程度
　【採択件数】
　　予算の範囲内で採択
　【委託期間】
　　契約締結時～平成２７年３月上旬

想定する具体的
効果

歴史的風致や景観を形成する町家等の保全・活用を行う際に、修理等を行う際の費用が高額になることや、職人不足、技術上の問題などが障害とな
り、マンション等への建替や駐車場化されてしまうケースが多くある。本調査では、こうした資金面、人材面、技術面の課題を解決する実証的な調査を国
が地方公共団体や民間地域組織等と連携して行い、各地域がそれぞれで良好な景観や歴史的まち並みの形成における課題の解決を図るよりもより効
率的で効果的な調査・検討を行うことができ、その調査成果について国が全国的に普及することで、同様の課題を抱える各地域の取組を後押しすること
ができる。

支援手続
（申請～交付決

定）

①国土交通省都市局が共通課題に対応した取組の提案を募集
②応募団体が応募書類を提出
③有識者で構成される評価委員会の評価を踏まえ選定し、応募団体へ選定結果を通知
④国土交通省都市局と選定された応募団体が委託契約を締結し、調査を実施

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

　　○地方公共団体
　　○地方公共団体を構成員に含む団体（協議会等）
　　○歴史的風致維持向上支援法人、景観整備機構又はその他の地域活性化に取り組む団体（提案について地方公共団体の推薦が必要）

― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

良好な景観や歴史的まち並みの形成における資金面、人材面、制度面等の共通課題に対応した取組の提案の募集を行い、応募された提案の中から
優れたものを選定し、提案の応募者へ調査を委託する。取組を実施した調査の成果を、全国に広めることによって、地域における良好な景観の形成や
歴史的風致の維持及び向上の推進を図る。

○ ― ― 継続

―

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

55

(77)

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名 歴史的風致維持向上推進等調査

予算
税制 法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

―

33



公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - ○ -

担当課室
都市局　市街地整備課
住宅局　市街地建築課

電話（直通）
03-5253-8412
03-5253-8515

URL －

変更のポイント

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

《対象事業》
市街地再開発事業・優良建築物等整備事業・地区再開発事業・地域優良賃貸住宅整備事業・住宅市街地総合整備事業・防災街区整備事業・都市再生
整備計画事業の交付対象事業、地域住宅計画に基づく事業の交付対象事業
《補助金額》
交付対象事業の建設工事費（交付金が交付される部分の交付対象事業費、公共施設管理者負担金を除く。）に対し、必須要件を充足する場合にあって
は3/100を、必須要件及び選択要件の1項目を充足する場合にあっては5/100を、必須要件及び選択要件の2項目を充足する場合にあっては7/100を乗
じて得た額以内とする。

想定する具体的
効果

防災・省エネまちづくり緊急促進事業は、防災性能や省エネルギー性能の向上といった緊急的な政策課題に対応した質の高い施設建築物等の整備に
関する事業について、国が施行者又は特定建築者に対しこれらの者が行う住宅・建築物及びその敷地の整備に関する事業並びにこれらに附帯する事
業のための費用の一部を交付することにより、上記政策課題への対応に資する事業の緊急的な促進を図ることが期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下の通り。
○各地方公共団体の担当窓口に事前相談
○各地方公共団体担当部局と調整の上、全体設計承認（建設工事の施工年度が複数年度に渡る場合等）
○交付申請書の提出
○技術評価に必要な書類の提出
○審査の実施
○交付決定

- -

概要
（支援の仕組み

等）

防災性能や省エネルギー性能の向上といった緊急的な政策課題に対応した質の高い施設建築物等を整備する市街地再開発事業等の施行者に対し
て、国が補助を行うことにより、事業の緊急的な促進を図る。
地方公共団体に対する補助については社会資本整備総合交付金により、地方公共団体以の事業主体（組合、都市機構、特定建築者等）に対する補助
については補助金として取り扱う。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、民間事業者等

- - ○ 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

-

6,461の内数
(住宅対策
2,605の内数)
社会資本整備
総合交付金の
内数

施策の位置付け
（該当に○印）

（6,914の内数
(住宅対策
1,448の内数)
社会資本整備
総合交付金の
内数）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

-

施策名 防災・省エネまちづくり緊急促進事業

予算

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

― ― ― ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ○ ―

国土交通省

URL http://www.minto.or.jp/products/fund.html　　(一財)民間都市開発推進機構のホームページ

支援対象者
（実施主体）

都市開発事業を施行する民間事業者

担当課室 都市局まちづくり推進課都市開発金融支援室 電話（直通） 03-5253-8127

想定する具体的
効果

地域の生活に必要な都市機能（教育文化、医療、社会福祉、子育て支援、商業等）の増進や都市の環境・防災機能の向上に資する、優良な民間都市
開発事業の立上げの円滑化を推進。

（過去の支援事例はこちら）
http://www.minto.or.jp/archives/results_13.html

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下の通り。
○民間事業者が民都機構と調整
○民都機構において事業採択
○支援実行

変更のポイント ○都市の生活を支える機能の整備への支援の拡充

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名

概要
（支援の仕組み

等）

①地域の生活に必要な都市機能（医療・福祉、商業等）の増進又は②都市の環境・防災性能の向上に資する民間都市開発事業の立ち上げを支援する
ため、都市計画区域（市街化区域及び非線引き都市計画区域のうち用途地域が定められている区域）内等の事業について、（一財）民間都市開発推進
機構（民都機構）が当該事業の施行に要する費用の一部を負担する。

（詳細・支援要件等はこちら）
http://www.minto.or.jp/products/reconstruction.html

○ ― ―

支援内容
（単価・水準等）

民都機構が共同施行者として事業費の一部を負担し、これにより取得した不動産を長期割賦弁済条件（２０年以内）で民間事業者に譲渡。

― 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
民間都市開発の推進に関する特
別措置法第４条第１項第１号、都
市再生特別措置法第104条P50　10～20行目 P17　18～22行目

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

P6　11～14行目、P12　20～22行目

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

5,500

(5,000)

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 共同型都市再構築業務

予算
税制 法制度
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ○ ―

担当課室 都市局まちづくり推進課官民連携推進室 電話（直通） 03－5253－8407

URL http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000051.html

変更のポイント 都市構造の再構築を図るための支援を拡充

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

地方公共団体、民間事業者が実施する以下の事業が対象。

○低炭素まちづくり計画及び立地適正化計画策定支援
○コーディネート支援
○コア施設の移転促進（除却・緑地等整備）
○緑地等管理のための専門家派遣等

想定する具体的
効果

コンパクトシティ形成支援事業は、地域の生活に必要な都市機能の集約化、郊外部の都市的土地利用の転換を推進するための施策で効果としては、

○子育て世帯・高齢者等が、健康、安全、快適に生活できる持続可能な地域づくりの実現
○街中への居住、歩いて暮らせるまちづくりの実現
が期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。
○補助事業者(地方公共団体、民間事業者等)が申請書を地方整備局長等に提出。
○所管地方整備局長等にて審査。
○審査通過案件について、所管地方整備局長等が進達書・補助金交付申請書を添え大臣に提出。
○交付決定。

P17　18～22行目 P6　11～14行目、P12　20～22行目

概要
（支援の仕組み

等）

都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型のまちづくりの実現を加速するとともに、都市の低炭素化を促進するため、医療・社会福祉施設、教育
文化施設など都市のコアとなる施設の集約地域への立地や、郊外部の都市的土地利用の転換を促進するための支援（計画策定、コーディネート支援、
コア施設の旧建物の除却・移転跡地の緑地等整備等に対する助成）を実施

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、民間事業者等

― ― ― 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

P50　10～20行目

253

施策の位置付け
（該当に○印）

(500)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○

施策名 コンパクトシティ形成支援事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － ○ ○ ○ ○

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

4,000
予算

（　－　）

根拠法令等

法制度

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

17ページ

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

検討中

03-5253-8412

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

民間活力を活用し、低・未利用地や既存ストックの有効活用等を行い、都市の生活を支える機能を整備することにより、まちの拠点における都市機能を
維持し、まちの活力の維持・増進（都市再生）、持続可能な都市構造への再構築が実現される。

都市機能立地支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

50ページ 6、12ページ

－

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。（予定）
○市町村が立地適正化計画を作成
○民間事業者等より、国土交通省へ予算要望
○民間事業者等に内示
○民間事業者等より、国土交通省に交付申請

市町村が作成する立地適正化計画に記載された以下の事業が対象。

○民間事業者が整備する、医療施設、社会福祉施設、教育文化施設、商業施設等の整備に要する費用の一部を対象。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

拡大した市街地において、人口密度の低下や高齢者の急増により都市の生活や企業活動を支える機能（医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業）の
維持が困難となるおそれがある中、民間事業者が実施する都市の生活を支える機能の整備への支援を強化（個別補助金化）することで、まちの拠点と
なるエリアへ医療・商業等の都市機能を誘導し、都市の活力の維持・向上（都市再生）、持続可能な都市構造への再構築の実現を図る。

支援対象者
（実施主体）

民間事業者等

国土交通省

都市局　市街地整備課
住宅局　市街地建築課

電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ―

施策名
税制

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

○コンパクトシティの実現

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

350
予算

―

根拠法令等

法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

―

　【対象地域】
　　下記の要件にすべて該当する地域
　　・居住等機能を誘導すべき区域（人口密度40人／ha以上等）
　　・景観計画区域又は歴史的風致維持向上計画の重点区域内
　【対象事業等】
　　景観・歴史資源となる建造物の修理・改修・協調増築等を含め、景観・歴史的風致形成に資する取組に対して総合的に支援

URL http://www.mlit.go.jp/common/001022987.pdf#page=6

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

03-5253-8954

―

地域類型の区分 施策類型の区分

良好な景観形成を通じて地域独自の魅力や居住環境の向上を図ることで持続可能な都市構造への再構築が推進され、まちの活力が維持・増進され
る。

支援内容
（単価・水準等）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

（１）特色を活かした地域づくり
（都市再生・まちづくり、地域活性化等）

―

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ―

集約促進景観・歴史的風致形成推進事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

区分（新規・継続・変更）

施策の位置付け
（該当に○印）

概要
（支援の仕組み

等）

集約型都市構造への転換を図る上で人口密度を維持するエリアにおいて、景観・歴史資源となる建造物の修理・改修・協調増築等を含めた景観・歴史
的風致形成に資する取組に対する総合的な支援を行うことにより、求心力のある魅力的な環境とすることで当該エリアに居住や都市機能を誘導し、都
市再生を促進する。

支援対象者
（実施主体）

　　○地方公共団体（直接補助）
　　○民間（間接補助）

国土交通省

都市局公園緑地・景観課景観・歴史文化環境整備室 電話（直通）

○地方公共団体が交付申請
○国土交通省において交付決定

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○
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公共 非公共

○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○

変更

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

人口減少・高齢化、市町村の財政難、市町村合併に伴う公共施設の廃止・建替え等が進展している中で、コンパクトシティの実現に向けて学校跡地等
の公有地の活用や、庁舎・文化施設等の公共施設の複合化など公的不動産の有効活用を推進するため、公的不動産を活用したまちづくりを実践しよう
とする地方公共団体に対して支援を行う。具体的には、以下のような取組みを実施する場合が対象とする。調査期間は１年間とする。

○公的不動産を活用し公的不動産全体の再配置計画等を作成
○個別公的不動産をまちづくりに活用する事業の検討

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体（都道府県、市町村　等）

国土交通省

都市局都市計画課 電話（直通）

Ｈ２５年度は直轄調査を実施し、選定したモデル自治体において公的不動産を活用したまちづくり方策の検討を行いガイドラインを作成した。
Ｈ２６年度は作成したガイドラインを用いて先進的な取組みを実施する地方公共団体を選定し委託調査を行う。

支援対象の地方公共団体の決定までの手順は、以下のとおり。

○地方公共団体が「公的不動産を活用したまちづくり計画」内容を国土交通省に提案
○国土交通省において第三者委員会の意見を踏まえ支援対象の地方公共団体を選定

地方公共団体が「公的不動産を活用したまちづくり計画」の作成を行う場合に対象

地域類型の区分 施策類型の区分

都市リノベーション・公的不動産連携推進調査
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

５０ページ、１７行～１９行

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

― ―

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

―

03-5253-8409

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地方公共団体における公的不動産の有効かつ適切な活用を支援することにより、まちの中核となる庁舎・公共施設等を活かしたまちづくりを推進し、効
率的な行財政運営と地域の活性化の同時実現が図られる。

60
予算

(60)

根拠法令等

法制度

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

担当課室 都市局まちづくり推進課官民連携推進室 電話（直通） 03－5253－8407

URL ―

変更のポイント ・支援対象事業の廃止及び新設

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

地方公共団体、都市再生整備推進法人、民間事業者等が実施する以下の事業が対象。

○普及啓発事業
○社会実験・実証事業等

想定する具体的
効果

民間まちづくり活動促進事業は、都市の魅力を増進するとともに持続可能なまちづくりを実現・定着させるための施策で効果としては、

○快適な都市空間の形成・維持
○都市施設の整備や管理に係るコストの縮減を通じた持続可能なまちづくりの実現
が期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。
○補助事業者(地方公共団体、都市再生整備推進法人等)が申請書を地方整備局長等に提出。
○所管地方整備局長等にて審査。
○審査通過案件について、所管地方整備局長等が進達書・補助金交付申請書を添え大臣に提出。
○交付決定。

―

概要
（支援の仕組み

等）

市民・企業・ＮＰＯなどの知恵・人的資源等を引き出す先導的な都市施設の整備・管理の普及を図るため、都市再生特別措置法の都市利便増進協定等
に基づく施設整備等を含む実証実験等や、継続性のある活動を実践する人材の育成を図る仕組みの構築・運営、優れたまちづくり活動の普及啓発に
要する経費に対する補助を実施

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、都市再生整備推進法人、民間事業者等

施策の位置付け
（該当に○印）

― ◯ ― ― 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

― ―

98

(160)

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策名 民間まちづくり活動促進事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ―

URL ―

担当課室 都市局まちづくり推進課官民連携推進室 電話（直通） 03－5253－8407

想定する具体的
効果

都市の国際競争力の強化を図る上で特に有効な地域において、国際的ビジネス環境等改善及びシティセールスの支援を行うことにより、国際企業及び
高度外国人材を呼び込み、我が国の大都市の国際競争力の強化が図られる。

支援手続
（申請～交付決

定）

○補助事業者(地方公共団体、都市再生緊急整備協議会)が申請書を地方整備局長等に提出。
○所管地方整備局長等にて以下を審査。
　・補助事業に係る補助金の交付が法令及び予算で定めるところに違反しないかどうか
　・補助事業の目的及び内容が適切であるかどうか
　・金額の算定に誤りがないかどうか
　・その記載事項に不備又は不適当なものがないかどうか　等
○審査通過案件について、所管地方整備局長等が進達書・補助金交付申請書を添え大臣に提出。
○交付決定。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

―

概要
（支援の仕組み

等）

特定都市再生緊急整備地域に限定した上で、官民により構成された都市再生緊急整備協議会が作成する整備計画に位置づけられた国際的ビジネス
環境等改善に資する都市機能の向上及びシティセールスに係るソフト・ハード両面の取組に対して、総合的に支援を実施。

支援内容
（単価・水準等）

以下の通り補助を実施。
○整備計画作成のための協議会に対する支援
○整備計画に係る支援
○整備計画に基づくソフト事業に対する支援
○整備計画に基づくハード事業に対する支援

― 新規

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

P49 35～P50 1行目 P17　12～14行目

支援対象者
（実施主体）

市町村（特別区を含む）、都道府県、都市再生緊急整備協議会

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

300

―

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名 国際的ビジネス環境等改善・シティセールス支援事業

予算
税制 法制度

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ― ―

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

URL http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_machi_tk_000049.html

担当課室 都市局まちづくり推進課官民連携推進室 電話（直通） 03－5253－8407

想定する具体的
効果

国、地方公共団体、鉄道事業者、大規模ビル所有者等を構成員とする協議会の取組を支援することにより、ビル単体の防災対策にとどまらず、地域一
体となったソフト・ハード両面の対策が促進され、大規模災害が発生した場合における人的・経済的被害の抑制と都市機能の継続性の確保が図られ
る。

支援手続
（申請～交付決

定）

○補助事業者(地方公共団体、都市再生緊急整備協議会)が申請書を地方整備局長等に提出。
○所管地方整備局長等にて以下を審査。
　・補助事業に係る補助金の交付が法令及び予算で定めるところに違反しないかどうか
　・補助事業の目的及び内容が適切であるかどうか
　・金額の算定に誤りがないかどうか
　・その記載事項に不備又は不適当なものがないかどうか　等
○審査通過案件について、所管地方整備局長等が進達書・補助金交付申請書を添え大臣に提出。
○交付決定。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

―

概要
（支援の仕組み

等）

都市再生緊急整備地域(全国６２地域)及び主要駅周辺の滞在者等の安全と都市機能の継続性を確保するため、官民連携による一体的・計画的なソフ
ト・ハード両面の対策へ支援を実施。

支援内容
（単価・水準等）

以下について補助を実施。
○都市再生安全確保計画又はエリア防災計画の作成
○都市再生安全確保計画又はエリア防災計画に係るコーディネート活動
○都市再生安全確保計画又はエリア防災計画に記載されたソフト事業
○都市再生安全確保計画又はエリア防災計画に記載された退避経路、退避施設、備蓄倉庫その他の施設の整備

― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

― ―

支援対象者
（実施主体）

市町村（特別区を含む）、都道府県、法律に基づき組織された協議会、帰宅困難者対策協議会

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

240

(430)

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名 都市安全確保促進事業

予算
税制 法制度

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ◯ ―

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策
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公共 非公共

― ― ○ ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

URL ―

担当課室 都市局まちづくり推進課 電話（直通） 03－5253－8406

想定する具体的
効果

本特例の措置を講じることにより民間主体にインセンティブを与えることで、備蓄倉庫の整備が促進され、大規模地震が発生した場合における甚大な人
的・経済的被害等の抑制による都市機能の維持・継続性の確保を図ることが可能となる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下の通り。
○都市再生緊急整備協議会が都市再生安全確保計画を作成
○都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）を整備
○都市再生安全確保計画に都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）を記載し、地方公共団体と都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）所有者等との間に管理
協定を締結
○支援実行

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

―

概要
（支援の仕組み

等）

大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内の滞在者の安全の確保を図るため、都市再生緊急整備協議会が作成する都市再生
安全確保計画に記載される都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）に対して課税の特例措置を行う。

支援内容
（単価・水準等）

都市再生安全確保計画に記載され、都市再生特別措置法に規定する管理協定の対象となった都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）に対して、固定資産
税・都市計画税について、最初の５年間、価格に２／３を参酌し、１／２以上５／６以下の範囲内において市町村の条例で定める割合を乗じて得た額を
課税標準とする。

― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

― ―

支援対象者
（実施主体）

都市再生安全確保計画に記載され、都市再生特別措置法に規定する管理協定の対象となった都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）を保有する者

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

―

―

施策の位置付け
（該当に○印）

施策名 都市再生安全確保施設（備蓄倉庫）を有する建築物に対する特例措置

予算
税制 法制度

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ○ ―

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策
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公共 非公共

－ ○ ○ ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○

施策名 水源地域の保全・活性化の推進

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

8

(8)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ ○ 継続

水源地域対策特別措置法

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体・民間団体等

概要
（支援の仕組み

等）
水源地域対策特別措置法の施行事務を適切に行うとともに、水源地域の維持・保全、活性化の推進を図るための方策等について調査・検討を行う。

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

・水源地域の活性化のための啓発及び支援者等のネットワーク形成の推進

・水源地域対策特別措置法に基づく固定資産税の不均一課税に伴う措置

想定する具体的
効果

・水源地域の人材のスキルアップ

・製造業及び旅館業の立地促進

支援手続
（申請～交付決

定）
－

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

担当課室 水管理・国土保全局　水資源部　水資源政策課　水源地域振興室 電話（直通） 03-5253-8392

URL 水の里応援プロジェクトＨＰ http://www.strata.jp/mizunosato/
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

626,247
の内数
612,236
の内数

-

施策名 災害に強い地域づくり　【直轄事業】

予算
税制 法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

継続

省庁名 国土交通省

- -

-

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

災害に強い地域づくりを促進するため、水害・土砂災害対策に加え、大規模地震の対策地域等における地震・津波対策、老朽化対策を推進するとともに、迅
速・的確な避難、適切な水防活動、避難勧告・避難指示の発令等に必要な情報の収集・分析・伝達体制の整備等を推進。

変更のポイント －

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 河川法、砂防法、海岸法

- 第２章４．（１）、５．（３）

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

施策の位置付け
（該当に○印）

○

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

担当課室 水管理・国土保全局　河川計画課 電話（直通） 03－5253－8443

URL http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○

○

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

省庁名 国土交通省

３（１）②（ⅰ）ハ

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

河川や水辺をまちづくり・観光の核として活用し、地域の魅力向上を目指す市町村等に対し、河川管理者としてハード・ソフト両面から支援・推進する「かわまち
づくり支援制度」を通じて、より河川空間の活用を推進。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント －

担当課室 水管理・国土保全局　河川環境課 電話（直通） 03－5253－8447

URL http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/

施策名 かわまちづくりの推進 【直轄事業】

河川法

- -

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続-

③地域の生活や産業の基盤整備

- -施策の位置付け
（該当に○印）

626,247
の内数
612,236
の内数

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○

施策名 美しい水辺の再生 【直轄事業】

予算
税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

626,247
の内数

612,236
の内数

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○ 継続

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 河川法

- - ３（１）②（ⅰ）ハ

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省

担当課室 水管理・国土保全局　河川環境課 電話（直通） 03－5253－8447

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

水辺環境の再生、河川や湖沼等の水質改善を図るなどにより、自然豊かで良好な水辺空間を創出するための河川整備を推進。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

URL http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － － － － － － － －

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

社会資本整
備総合交付
金等の内数

（社会資本
整備総合交
付金等の内
数）

－ － － ○ 継続

施策名 公営住宅制度

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 公営住宅法

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

公営住宅法に基づき、憲法第25条の趣旨にのっとり、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として、国と地方公共団体が協力して、住
宅に困窮する低額所得者に対し、公営住宅を低廉な家賃で供給。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村

支援内容
（単価・水準等）

・整備費等に対する助成
　（建設・買取：概ね45％、借上：共同施設整備費の2/3×45％）
・公営住宅法に基づく家賃の低廉化に係る助成（概ね45％）

想定する具体的
効果

住宅セーフティネットの確保（住宅に困窮する低額所得者に対し、公平かつ的確に賃貸住宅を供給）

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部にご相談ください。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課 電話（直通） (03) 5253-8506

URL
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － ○ ○ － － － － －

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

社会資本整
備総合交付
金等の内数

（社会資本
整備総合交
付金等の内
数）

－ － － ○ 継続

施策名 地域優良賃貸住宅制度

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給
を促進するため、賃貸住宅の整備等に要する費用に対する助成や家賃の減額に対する助成を行う。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村

支援内容
（単価・水準等）

・整備等に要する費用に対する助成：地方公共団体が事業主体に対し助成する額（整備費の1/6等）の概ね45％
・地方公共団体が事業主体に対して行う家賃の減額（最大4万円/月）に対する助成：概ね45％

想定する具体的
効果

住宅セーフティネットの確保（住宅確保要配慮者（高齢者世帯、障害者等世帯、子育て世帯等）に対する居住環境が良好な賃貸住宅の供給）

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部にご相談ください。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課 電話（直通） (03) 5253-8506

URL
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公共 非公共

○ ― ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ○ ○ ― ― ― ― ―

担当課室 住宅局安心居住推進課 電話（直通） 03-5253-8952

URL
http://www.koreisha.jp/service/
http://www.iog-model.jp/

変更のポイント
公的賃貸住宅団地等における併設施設の整備、ＩＣＴを活用した見守りや生活支援など高齢者等の居住の安定確保・健康維持増進に係る先導的な住ま
いづくりの取組み等を支援

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

○サービス付き高齢者向け住宅整備事業：サービス付き高齢者向け住宅等の整備費
○スマートウェルネス拠点整備事業：公的賃貸住宅団地等における併設施設の整備費
○スマートウェルネス住宅等推進モデル事業：建設工事費、技術の検証費、普及費等

想定する具体的
効果

高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世代が交流し、安心して健康に暮らすことができる「スマートウェルネス住宅」を実現する。

支援手続
（申請～交付決

定）
HP等にて手続きを周知。

第2章4.(1) -

概要
（支援の仕組み

等）

高齢者、障害者、子育て世帯等の多様な世代が交流し、安心して健康に暮らすことができる「スマートウェルネス住宅」を実現するため、サービス付き高
齢者向け住宅の建設・改修、公的賃貸住宅団地等における併設施設の整備、ＩＣＴを活用した見守りや生活支援など高齢者等の居住の安定確保・健康
維持増進に係る先導的な住まいづくりの取組みを支援する。

支援対象者
（実施主体）

下欄の対象事業を行おうとする者
＜対象者の例＞
○ 高齢者等向けの賃貸住宅、高齢者生活支援施設等の整備を行う者
○ 高齢者向けの生活支援・介護サービス、子育て支援サービス等を提供する者
　　(民間事業者、社会福祉法人、医療法人等)　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

- - - 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 －

第Ⅱ.二.テーマ１.③

34,000

(34,000)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支

援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○

施策名 スマートウェルネス住宅等推進事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

○ ― ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ○ ― ― ― ― ―

担当課室 住宅局安心居住推進課 電話（直通） 03-5253-8952

URL http://www.minkan-safety-net.jp/

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

次の(1)に該当する既存住宅のリフォームに要する費用のうち、(2)に該当する費用を国が直接補助する。
（1)補助対象となる住宅
・賃貸住宅の管理の期間が10年以上であること
・災害時における被災者の利用に関する協定を地方公共団体等と締結するものであること
・改修工事完了後の最初の入居者は、子育て世帯、高齢者世帯等の住宅確保要配慮者とするとともに、その後も住宅確保要配慮者の入居を拒まないこ
と
・適切な管理が行われるものであること　　等
（2)補助対象工事
・加齢対応構造等（省エネ改修工事を含む。）
・共用部分に係る改修工事
　（耐震改修、省エネルギー改修又はバリアフリー改修のいずれかを含む改修工事に限る。）
【補助率：１/３、補助限度額：１００万円/戸】

想定する具体的
効果

住宅確保要配慮者の居住の安定確保を図るとともに、災害時には機動的な公的利用を可能とする環境を構築する。

支援手続
（申請～交付決

定）
HP等にて手続きを周知。

- -

概要
（支援の仕組み

等）

既存の民間賃貸住宅の質の向上を図るとともに空家を有効に活用することにより、住宅確保要配慮者の居住の安定確保を図るとともに、災害時には機
動的な公的利用を可能とする環境を構築する。

支援対象者
（実施主体）

民間事業者等

- - - 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 －

第Ⅱ.二.テーマ１.③

10,000

(10,000)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○

施策名 民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

425

(450)

－ － － ○ 継続

施策名 住宅セーフティネット基盤強化推進事業

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

賃貸住宅関連紛争に係る処理の円滑化、居住支援協議会の活用の促進等を図ることにより、民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの基盤強化
を図る。

支援対象者
（実施主体）

住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会、民間事業者等

支援内容
（単価・水準等）

○ 対象事業
　・既存賃貸住宅活用に係る地域ネットワークの形成・活用促進事業
　・家賃債務保証業等の適正化支援
　・賃貸住宅関連紛争に係る紛争処理円滑化支援
　・居住支援協議会活動支援
　・改正高齢者住まい法の普及促進事業

○ 補助率等　：　定額補助

想定する具体的
効果

民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの基盤強化

支援手続
（申請～交付決

定）
各事業ごと、ＨＰ等にて手続きを周知。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課 電話（直通） (03) 5253-8506

URL
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

社会資本整
備総合交付
金等の内数

（社会資本
整備総合交
付金等の内
数）

― ― ― ○ 継続

施策名 住宅市街地基盤整備事業

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

社会資本整備総合交付金交付要綱
住宅市街地基盤整備事業制度要綱
住宅市街地基盤整備事業補助金交付
要綱― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

住宅及び宅地の供給を促進することが必要な三大都市圏の重点供給地域等における住宅宅地事業及び既存の住宅ストック改善事業の推進を図るた
め、これに関連する公共施設等の整備を行う事業について、地方公共団体等に対し支援。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体 等

支援内容
（単価・水準等）

○交付対象〔国費率〕
①公共施設整備〔通常の交付対象事業と同じ国費率〕
　 道路、都市公園、下水道、河川、砂防設備等
②居住環境基盤施設整備〔４／１０〕
 　道路、下水道、多目的広場、公開空地、防災関連施設、電線類の地下埋設等
③鉄道施設整備〔１／２〕
④公共施設用地取得〔１／２〕

想定する具体的
効果

住宅宅地事業及び住宅ストック改善事業に関連する公共施設等の整備を行い、団地内の居住環境の向上（最寄駅や主要道路へのアクセス向上　等）を
図ることにより、住宅宅地供給及び既存の住宅ストックの有効活用の促進が期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部等にご相談ください。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課住環境整備室 電話（直通） 03-5253-8508

URL
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公共 非公共

－ － － ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ○ ○ ― ― ○ ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

-

（-）

― ― ― ○ 継続

施策名 優良田園住宅制度

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成10年5
月17日法律第41号）
優良田園住宅の建設の促進に関する法律施行令（平成
10年7月10日政令第254号）
優良田園住宅の建設の促進に関する法律施行規則（平
成10年7月15日農林水産省・建設省令第1号）

― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

農山村地域等における優良な住宅の建設を促進することにより健康的でゆとりのある国民生活の確保を図る優良田園住宅（※）について、住宅の建設、
関連する公共施設等の整備等を実施。

※農山村地域、都市の近郊その他の良好な自然環境を形成している地域に所在する一戸建てで、敷地面積が300㎡以上、建ぺい率30％以下、容積率
50%以下、3階建ての以下の住宅。

支援対象者
（実施主体）

優良田園住宅を建設しようとする者（地方住宅供給公社　等）

支援内容
（単価・水準等）

優良田園住宅を建設しようとする者は、優良田園住宅の建設の促進に関する法律に基づき優良田園住宅建設計画の認定を受けることにより、市街化調
整区域における建築等の許可等について配慮されることとなっている。

想定する具体的
効果

優良な住宅の建設を促進することにより、健康的でゆとりある生活が確保される。

支援手続
（申請～交付決

定）

○市町村が優良田園住宅の建設の促進に関する基本方針を作成
○優良田園住宅を建設しようとする者が優良田園住宅建設計画を市町村に提出
○市町村が優良田園住宅建設計画を認定
○優良田園住宅を建設しようとする者が建設計画の認定に基づき優良田園住宅を建設

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課住環境整備室 電話（直通） 03-5253-8508

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/denen/yhome.html
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公共 非公共

－ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ―

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

-

（-）

○ ― ― ― 継続

施策名 高齢者の住み替え支援制度

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 ―

P68、18行目 ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化することにより、子育て世帯等に広い住生活空間を提
供するとともに、高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。

支援対象者
（実施主体）

高齢者世帯、子育て世帯　等

支援内容
（単価・水準等）

高齢者等の所有する戸建て住宅等を、一般社団法人 移住・住みかえ支援機構が借り上げて広い住宅を必要とする子育て世帯等へ転貸する。

想定する具体的
効果

子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。

支援手続
（申請～交付決

定）
一般社団法人 移住・住みかえ支援機構にご相談ください。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課住環境整備室 電話（直通） 03-5253-8508

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/torikumi/sumikae/sumikae_top.htm
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － － － － － － － －

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

社会資本整備総合交付
金等の内数

（社会資本整備総合交
付金等の内数）

－ － － ○ 変更

施策名 空き家再生等推進事業

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
社会資本整備総合交付金交付要綱
住宅地区改良事業等対象要綱
小規模住宅地区等改良事業制度要綱

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

老朽化の著しい住宅が存在する地区において、居住環境の整備改善を図るため、不良住宅又は空き家住宅の除却及び空き家住宅又は空き建築物の活用を行う。

【活用事業タイプ】
　対象地域：過疎地域・産炭等地域（平成25年度までの時限措置：全国の区域）
　対象事業：○空き家住宅・空き建築物を体験宿泊施設､交流施設､体験学習施設､創作活動施設､文化施設に改修する事業
　　　　　　　　○空き家住宅・空き建築物の所有者の特定を行う事業

【除却事業タイプ】
　対象地域：不良住宅又は空き家住宅の計画的な除却を推進すべき区域として地域住宅計画又は都市再生整備計画に定められた区域
　対象事業：○不良住宅・空き家住宅の除却等を行う事業
　　　　　　　　○不良住宅・空き家住宅の所有者の特定を行う事業

支援対象者
（実施主体）

市区町村(特別な事情がある場合は都道府県）

支援内容
（単価・水準等）

【国費率】

○空き家住宅又は空き家建築物の活用費：1/2
○空き家住宅又は空き建築物の活用を行う者に対し改修等に要する経費：1/3
○不良住宅又は空き家住宅の除却費：2/5
○不良住宅又は空き家住宅の除却を行う者に対し除却に要する経費：2/5
○不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の所有者の特定に要する費用：1/2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

想定する具体的
効果

不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の集積が居住環境を阻害し、又は地域活性化を阻害している一因となっている地域において、居住環境の整備
改善及び地域の活性化に資することが期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部等にご相談ください。

変更のポイント

（活用事業タイプ）
対象地域要件を、不良住宅又は空き家住宅の集積が居住環境を阻害し、又は地域の活性化を阻害しているため、不良住宅又は空き家住宅の計画的な除却又は活用を推進すべき区域として地域
住宅計画又は都市再生整備計画に定められた区域に変更
（除却事業タイプ）
対象施設要件に、空き建築物を追加

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課住環境整備室 電話（直通） ０３－５２５３－８５０８

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000011.html
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公共 非公共

― ― ○ ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ○ ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ―

担当課室 住宅局安心居住推進課 電話（直通） 03-5253-8952

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000005.html

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

サービス付き高齢者向け住宅について、次のとおり特例措置を適用。

○所得税・法人税【平成２８年３月３１日まで】
５年間割増償却　４０％（耐用年数３５年未満２８％）
床面積要件：２５㎡／戸（専用部分のみ）以上　戸数要件：１０戸以上
※ただし、平成27年4月1日～平成28年3月31日までの間に取得等したものの割増償却率は半分

○固定資産税【平成２７年３月３１日まで】
５年間　税額を２／３軽減
床面積要件：３０㎡／戸（共用部分含む）以上　戸数要件：５戸以上
構造要件：主要構造部が耐火構造又は準耐火構造であること　等
補助受給要件：国又は地方公共団体からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補助を受けていること

○不動産取得税【平成２７年３月３１日まで】
家屋　課税標準から１２００万円控除／戸
土地　家屋の床面積の２倍にあたる土地面積相当分の価額等を減額
床面積要件：３０㎡／戸（共用部分含む）以上　戸数要件：５戸以上
構造要件：主要構造部が耐火構造又は準耐火構造であること　等
補助受給要件：国又は地方公共団体からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補助を受けていること

施策の位置付け
（該当に○印）

想定する具体的
効果

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制により投資意欲が強まることにより、税制優遇の要件を満たす良質なサービス付き高齢者向け住宅の供給
の促進が期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）

①サービス付き高齢者向け住宅の建設。
②サービス付き高齢者向け住宅の登録を受ける。
（※①と②は逆順でも可）
③
　○所得税・法人税
　賃貸の用に供した年の確定申告の際に、必要書類（登録の通知等予定）を提出し、税額の還付を受ける。

　○固定資産税・不動産取得税
　サービス付き高齢者向け住宅の新築又は建築後使用されたことのないものの取得の年に、各自治体の条例等の定めにより必要書類を提出し、税額の
控除を受ける。

第Ⅱ.二.テーマ１.③ 第2章4.(1) ―

概要
（支援の仕組み

等）
サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のため、所得税・法人税に係る割増償却、固定資産税の減額、不動産取得税の軽減措置を適用。

支援対象者
（実施主体）

事業者等

○ ― ― ― 継続

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

租税特別措置法第14条、第47条、
第68条の34
地方税法附則第11条第13項、第
11条の4第3項、第15条の8第4項

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

（-）

-
施策名 サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

担当課室 住宅局　市街地建築課 電話（直通） 03-5253-8515

URL

変更のポイント 変更内容の詳細については検討中。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

○補助対象費用
調査設計計画費、土地整備費、共同施設整備費
○補助率
原則として、国１／３、地方公共団体１／３、民間事業者等１／３

施策の位置付け
（該当に○印）

想定する具体的
効果

・細分化された敷地の共同による、土地の高度利用化
・良好な景観の形成等による市街地環境の向上
・老朽化したマンションの建替え推進
・中心市街地における優良な共同住宅の供給の支援による、街なか居住の推進
・既存の建築物ストックの耐震改修等の基礎的な安全性確保と、バリアフリー化、省エネ化等の居住環境ニーズにあった既存の建築物ストックの再生の
促進
・防災拠点の整備の促進　等

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方公共団体及び地方整備局建政部等にご相談ください。

- - -

概要
（支援の仕組み

等）

市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給、防災拠点の整備等に資するため、土地の利用の共同化、高度化等に寄与する優良建築物等を
整備。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、都市再生機構、地方住宅供給公社、民間事業者　等

- - - ○ 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

（原則として社会資本整
備総合交付金等により

支援）

施策名 優良建築物等整備事業

予算

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

原則として社会資
本整備総合交付
金等により支援
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公共 非公共

- - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ - - - - ○ - - - - - - - - - -

担当課室 住宅局　市街地建築課 電話（直通） 03-5253-8515

URL

変更のポイント 変更内容の詳細については検討中。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

《対象地域》
中心市街地の活性化に関する法律に基づく国の認定を受けた基本計画区域内　等
《対象事業》
・街なか居住の再生に資する住宅等の整備事業
・街なか居住の再生に資する活動拠点等の整備事業（既存建築物の改修によるものを含む）
《出資額》
市街地再開発事業等の市街地整備費で交付対象となっている額（総事業費の20～30％相当）を上限とし、土地所有者等の出資額、金融機関からの借
入可能額を勘案して決定する。ただし、出資を受ける対象事業者に対する出資総額の１／２未満とする。

想定する具体的
効果

街なか居住の再生に資する住宅等の整備の促進による中心市街地の活性化

支援手続
（申請～交付決

定）
基金法人である公益社団法人　全国市街地再開発協会にご相談ください。

- -

概要
（支援の仕組み

等）
中心市街地の活性化のため、街なか居住に資する民間の多様な住宅等の整備事業に対して出資。

支援対象者
（実施主体）

《対象事業者》
土地所有者や不動産事業者により対象事業を主な目的として設立される株式会社、特定目的会社（ＴＭＫ）等。

- - ○ 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

-

-

（-）

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

-

施策名 街なか居住再生ファンド

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)
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公共 非公共

- - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

【建設段階】
《保証対象事業》① 市街地再開発事業　② 住宅市街地総合整備事業
③ 防災街区整備事業　④ マンション建替事業等　⑤ 優良建築物等整備
事業及びこれに類する事業　⑥ 避難路沿道等分譲マンションの耐震改
修事業
《保証対象資金》　建築物及び敷地の整備費用
《保証対象限度額》　総借入額の80％（国の認定を受けた中心市街地活
性化基本計画区域内の場合は90％）
《保証期間》　原則5年以内（ただし、②のうち既存ストック再生型優良建
築物等整備事業及び⑦については20年以内）

【初動期段階】
《保証対象事業》　① 市街地再開発事業　② 住宅市街地総合整備事業　③
防災街区整備事業　④ マンション建替事業等　⑤ 優良建築物等整備事業及
びこれに類する事業　⑥ 避難路沿道等分譲マンションの耐震改修事業
《保証対象資金》　調査設計計画等のコンサル費用や転出者の土地・借地権
の買取費用等
《保証対象限度額》　1億円/件（※土地取得費用等の場合は5億円/件）
《保証期間》　原則5年以内（ただし、②のうち既存ストック再生型優良建築物
等整備事業及び⑦については20年以内）

担当課室 住宅局　市街地建築課 電話（直通） 03-5253-8515

URL

変更のポイント 変更内容の詳細については検討中。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

支援内容
（単価・水準等）

想定する具体的
効果

金融機関の債権保全の支援により、事業者の事業資金の円滑な調達に寄与する。

支援手続
（申請～交付決

定）
基金法人である公益社団法人　全国市街地再開発協会にご相談ください。

- -

概要
（支援の仕組み

等）
民間による市街地再開発事業等を促進するために、計画準備段階(初動期段階)及び建設段階における債務保証を実施。

支援対象者
（実施主体）

-

《保証対象者》　施行者等

- ○ 変更

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

（-）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

-

-

施策名 民間再開発促進基金

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策の位置付け
（該当に○印）

-
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － － － － － － － －

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

社会資本整備総合交付金等の内数

（社会資本整備総合交付金等の内数）

－ - - ○ 変更

施策名 住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

－ P.19 10～12行 -

概要
（支援の仕組み

等）

住宅・建築物の耐震化を促進するため、住宅・建築物の耐震診断、耐震改修及び建替え等に対する支援を行う。

【対象事業】
①住宅・建築物に係る耐震化のための計画の策定、住宅・建築物の耐震化の計画的実施の誘導に関する事業等
②住宅・建築物（擁壁を含む）の耐震診断
③住宅・建築物（擁壁を含む）の耐震改修・建替え等
④天井の耐震改修
⑤既設エレベーターの防災対策改修
⑥既設エスカレーターの脱落防止措置

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体、民間事業者等

支援内容
（単価・水準等）

【交付率】
①住宅・建築物に係る耐震化のための計画の策定、住宅・建築物の耐震化の計画的実施の誘導に関する事業
　　　【住宅】　 （直接）国1/2、（間接）国1/3、地方1/3
　　　【建築物】（直接）国1/3　※要安全確認記載建築物・要緊急安全確認大規模建築物は1/2、（間接）国1/3、地方1/3
②住宅・建築物（擁壁を含む）の耐震診断
　　　【住宅】　 （直接）国1/2、（間接）国1/3、地方1/3
　　　【建築物】（直接）国1/3　※緊急輸送道路沿道の建築物は1/2、（間接）国1/3、地方1/3
③住宅・建築物（擁壁を含む）の耐震改修・建替え等（緊急輸送道路沿道・避難路沿道の住宅・建築物は除却費も対象）
　　　【住宅（マンションを含む）】
　　　　・緊急輸送道路沿道、避難路沿道等（密集市街地、津波浸水区域等）
　　　　　 （直接）国1/3　※要安全確認記載建築物は2/5、（間接）国1/3、地方1/3
　　　　・上記以外の住宅（下記の交付率で算出した交付対象額に、戸当たり309,000円（国費154,500円）を加算
　　　　　 （直接）国11.5%、（間接）国11.5%、地方11.5%
　　　【建築物】
　　　　・緊急輸送道路沿道、避難路沿道等（密集市街地、津波浸水区域等）
　　　　　 （直接）国1/3　※要安全確認記載建築物は2/5、（間接）国1/3、地方1/3
         ・避難所等の防災拠点
　　　　　 （直接）国1/3　※要安全確認記載建築物は2/5、（間接）国1/3、地方1/3
　　　　・上記以外の多数の者が利用する建築物
　　　　　 （直接）国11.5%、（間接）国11.5%、地方11.5%
④天井の耐震改修
        ・地域防災計画等に位置づけられた避難所等の防災拠点
　　　　　 （直接）国1/3　（間接）国1/3、地方1/3
　　　　・上記以外の建築物
　　　　　 （直接）国11.5%、（間接）国11.5%、地方11.5%
⑤既設エレベーターの防災対策改修
　　　　　 （直接）国11.5%、（間接）国11.5%、地方11.5%
⑥既設エスカレーターの脱落防止措置
　　　　　 （直接）国11.5%、（間接）国11.5%、地方11.5%

想定する具体的
効果

内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定（平成２４年８月２９日）において、揺れによる全壊棟数および建物倒壊による死者数は、現状で約６３万棟、３
万８千人と想定しているが、建物全体の耐震化率が９０％となった場合、約３６万棟、２万１千人に減少すると推計

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_fr_000054.html

変更のポイント
・住宅の耐震改修等における戸当たり30万円の加算措置について、平成26年度末まで延長
・補助対象限度額の拡充等

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

国土交通省省庁名

担当課室

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部にご相談ください。

住宅局市街地建築課市街地住宅整備室 電話（直通） 03－5253－8517
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公共 非公共

○ － － －

大都
市
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地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － － － － － ○ － － － － － － － － － －

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

20,000

(10,000)

－ － － ○ 変更

施策名 耐震対策緊急促進事業

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 －

P.49 24～25行 P.19 10～12行 －

概要
（支援の仕組み

等）

特に不特定多数の者が利用する大規模建築物、災害時の機能確保が必要な避難路の沿道建築物等の耐震化をより一層促進するため、これら建築物
の耐震診断・耐震改修等について、通常の助成制度（住宅・建築物安全ストック形成事業等）に加え、国単独の補助を実施する。

支援対象者
（実施主体）

民間事業者等

支援内容
（単価・水準等）

補助率
○耐震診断への補助：［通常］国費1/3　→［緊急支援］国費1/2　※地方公共団体において補助制度が整備されていない場合、国費1/3
○耐震改修等への補助：［通常］国費11.5%、1/3　→［緊急支援］国費1/3 、2/5　※地方公共団体において補助制度が整備されていない場合、国費11.5%
（緊急支援の補助率については、通常の社会資本整備総合交付金等による国費分を含む助成率）

想定する具体的
効果

特に不特定多数の者が利用する大規模建築物、災害時の機能確保が必要な避難路の沿道建築物等について、重点的かつ緊急的に耐震化の促進を図
ることにより、災害に強い国土・地域の構築に向けた建築物の耐震化を推進する。

内閣府の南海トラフ巨大地震の被害想定（平成２４年８月２９日）において、揺れによる全壊棟数および建物倒壊による死者数は、現状で約６３万棟、３
万８千人と想定しているが、建物全体の耐震化率が９０％となった場合、約３６万棟、２万１千人に減少すると推計

支援手続
（申請～交付決

定）

地方公共団体において、改正耐震改修促進法により耐震診断の義務付け対象となる建築物への補助制度が整備されている場合、地方整備局建政部
等にご相談ください。補助制度が整備されていない場合は、耐震対策緊急促進事業実施支援室（国土交通省が公募で選定した法人）において申請を受
け付けますので、支援室（03-6214-5838）までご相談ください。

変更のポイント
・補助対象限度額の拡充等
・長周期地震動対策緊急促進事業の創設

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局市街地建築課市街地住宅整備室 電話（直通） 03－5253－8517

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_fr_000054.html

62

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_fr_000054.html


公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市
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漁村
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地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業
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６次産
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地域コ
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地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

税制 法制度

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

社会資本整
備総合交付
金等の内数

社会資本整
備総合交付
金等の内数

－ － － ○ 継続

施策名 住宅市街地総合整備事業

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 －

－ P.19 10～12行 －

概要
（支援の仕組み

等）

既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、美しい市街地景観の形成、密集市街地の整備改善及び街なか居住の推進等を図るた
め、住宅や公共施設の整備等を総合的に実施。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村、事業者等

支援内容
（単価・水準等）

　①整備計画策定（整備計画､事業計画策定等）〔1/3,1/2,2/3,3/4〕
  ②市街地住宅等整備（調査設計計画､共同施設整備、公共空間整備等）〔1/3,1/2〕
  ③居住環境形成施設整備（老朽建築物除却､地区公共施設整備等）〔1/3,1/2〕
  ④耐震改修促進（耐震改修等）〔通常事業に準ずる〕
  ⑤延焼遮断帯形成事業（調査設計計画、土地整備、延焼遮断機能整備）〔1/3〕
  ⑥防災街区整備事業（調査設計計画､土地整備､共同施設整備）〔1/3 等〕
  ⑦関連公共施設整備（道路､都市公園､下水道､河川等）〔通常事業に準ずる〕
  ⑧都市再生住宅等整備（調査設計計画､従前居住者用賃貸住宅整備等）〔1/3,1/2,2/3〕
  ⑨公営住宅等整備（公営住宅､地域優良賃貸住宅の整備等）
  ⑩住宅地区改良事業等（住宅地区改良事業､改良住宅等改善事業等）
  ⑪街なみ環境整備（地区施設､修景施設等の整備等）〔⑨～⑪：通常事業に準ずる〕

想定する具体的
効果

既成市街地において、住宅市街地の再生・整備を総合的に行うことにより、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、密集市街地の整備改善、街なか
居住の推進など都市再生の推進に必要な政策課題により機動的に対応する。

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部にご相談ください。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局市街地建築課市街地住宅整備室 電話（直通） 03－5253－8517

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000043.html
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － ○ ○ － － － － －

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

14,000

(3,000)

－ － － ○ 変更

施策名 地域居住機能再生推進事業

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

高齢化の著しい大都市周辺部において、居住機能の集約化とあわせた子育て支援施設や福祉施設等の整備を進め、大規模団地等の地域居住機能を
再生する取組みを支援

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村、事業者等

支援内容
（単価・水準等）

○ 対象事業
　①　以下の社会資本整備総合交付金の基幹事業・関連公共施設整備の交付対象となる事業
　　・住宅市街地総合整備事業
　　・公営住宅等整備事業、地域優良賃貸住宅整備事業、公営住宅等ストック総合改善事業、住宅地区改良事業等
　　・市街地再開発事業、優良建築物等整備事業
　②　スマートウェルネス住宅等推進事業又は民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業の補助対象となる事業
　③　再生促進事業

○ 補助率等
　①及び②　それぞれの事業の補助率、補助限度額に準じる。
　③　　　　地方公共団体：１／２
　　 　　　　それ以外：国　１／３、地方公共団体　１／３
　ただし、地域居住機能再生計画ごとに、交付対象事業の全体事業費の２０／１００を上限とする。

想定する具体的
効果

大規模な公的賃貸住宅団地の連鎖的な建替えをＰＦＩの導入等により、民間も活用しつつ行うとともに、団地余剰地へのサービス付き高齢者向け住宅や
医療・福祉施設の導入などにより、地域全体の居住機能を再生

支援手続
（申請～交付決

定）
各地方整備局建政部にご相談ください。

変更のポイント 管理戸数の合計について、概ね１０００戸から概ね３００戸へ緩和。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 住宅局住宅総合整備課、市街地建築課市街地住宅整備室 電話（直通） (03) 5253-8506

URL http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000043.html
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ － － － ○ － － － － － － － － ○ －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

中小企業等が多く占める自動車運送事業者の次世代自動車の導入を地方公共団体等と協調して支援することで、自動車分野における地球温暖化対
策及び大気汚染対策を推進する上で、自動車運送事業者の環境対策の促進を図る。

支援対象者
（実施主体）

自動車運送事業者等

国土交通省

自動車局環境政策課 電話（直通）

－

９月１日～９月３０日までの間、地方運輸局及び運輸支局において、補助金交付予定枠の申込みを受け付け、交付予定枠の内定通知を行う。交付予定
枠の内定を受けた者は、補助金交付申請を行う。（予定）

対象事業を行う場合、通常車両価格との差額（若しくは改造費）の１／３以内（※）又は車両本体価格の１／４以内のいずれか低い額を補助

※経年車の廃車を伴う新車購入の場合は、通常車両価格との差額の１／２以内又は車両本体価格の１／４以内のいずれか低い額を補助

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

自動車運送事業者に対して次世代自動車の導入支援を行うことにより、窒素酸化物及び粒子状物質並びに二酸化炭素の排出削減を図り、もって地域
環境及び地球環境の保全を図ることが期待される。

環境対応車普及促進対策
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

URL http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000020.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

03-5253-8604

－

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

P75　「次世代自動車の普及・性能向上支援」
戦略市場創造プラン（ロードマップ）

中短期工程表「クリーン・経済的なエネルギー需給の実現⑤」

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

529
予算

(604)

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ － － － ○ － ○ － － － － － － ○ －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

ゼロエミッション自動車として環境性能が特に優れた電気自動車の普及を効果的に加速し、低炭素まちづくり、地域交通のグリーン化、地域防災への活
用等を推進する観点から、地域や自動車運送事業者による電気自動車（バス、タクシー及びトラック）の集中的導入等について、他の地域や事業者によ
る導入を誘発・促進するような先駆的取組を重点的に支援する。

支援対象者
（実施主体）

自動車運送事業者等

国土交通省

自動車局環境政策課 電話（直通）

－

事業計画書の公募を受け付け、外部有識者からなる選定委員会において事業計画の認定を行う。事業計画の認定を受けた者は、補助金交付申請を
行い、これに基づき交付決定を行う。

〈電気自動車（プラグインハイブリッド自動車や燃料電池車を含む）の導入補助〉
バス・タクシー・トラック：車両本体価格の1/2・1/3
〈充電施設の導入補助〉
バス・タクシー・トラック：導入費用の1/2・1/3

地域類型の区分 施策類型の区分

地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

P75　「次世代自動車の普及・性能向上支援」
戦略市場創造プラン（ロードマップ）

中短期工程表「クリーン・経済的なエネルギー需給の実現⑤」

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

03-5253-8604

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

自動車運送事業者に対して電気自動車の導入支援を行うことにより、窒素酸化物及び粒子状物質並びに二酸化炭素の排出削減を図り、もって地域環
境及び地球環境の保全を図ること及び地域交通のグリーン化等を促進することが期待される。

311
予算

(271)

根拠法令等

法制度

URL http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000020.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

66



公共 非公共

○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － － － － － － － －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○

国土交通省

自動車局旅客課 電話（直通）

○車両購入時に自動車取得税を一時的に納付
○後日都道府県の条例で定められた非課税対象車両であることを証明する書面（補助金の交付通知書を県税事務所に提示するなど）を添えて還付申
　請
○一時的に納付した自動車取得税の還付

運行維持が困難なものとして条例に定める路線の乗合バス車両の取得に係る非課税措置
（自動車取得税）

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

概要
（支援の仕組み

等）

地域住民の生活の足として必要不可欠な公共交通機関であるバス交通を確保・維持・改善するため、都道府県の条例に定める路線（住民生活に必要
な路線で輸送人員の減少等により運行の維持が困難なもの）の運行の用に供する乗合バス車両の取得に係る自動車取得税を非課税とする。

支援対象者
（実施主体）

03-5253-8573

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

乗合バス車両の取得に係る自動車取得税の非課税

地域類型の区分 施策類型の区分

事業者

地方税法附則第１２条の２の２第1
項

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地方バス路線の維持

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

施策の位置付け
（該当に○印）

－
予算

－

根拠法令等

URL

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）
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公共 非公共

― ― ○ ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○

③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ― ―

概要
（支援の仕組み

等）

地球温暖化問題や自動車からの排出ガス（NOx・PM）による大気汚染問題等の環境対策に加え、自動車産業の技術的優位性の確保・向上等の観点か
ら、環境性能に優れた自動車に対して、自動車重量税、自動車取得税、自動車税を軽減する。

支援対象者
（実施主体）

自動車の所有者（国、都道府県）

国土交通省

自動車局総務課企画室、環境政策課 電話（直通） 03-5253-8563

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

― ―

―

支援を受けるタイミングは以下のとおり。

○自動車重量税・自動車取得税
　 新車の取得・新規検査時

○自動車税
　 新車新規登録した当該年度の翌年度

排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車に対して、以下の軽減措置を適用。
○自動車重量税
　 平成26年4月1日から平成27年4月30日までの間に、新車新規検査時に納付すべき税額について、免税、75％軽減又は50％軽減　等
○自動車取得税
　 平成26年4月1日から平成27年3月31日までの間に、新車取得時に課税される税率について、非課税、80％軽減又は60％軽減　等
○自動車税
　 平成26、27年度に新車新規登録した場合に、それぞれ当該年度の翌年度分の税額について、概ね75％軽減又は概ね50％軽減し、車齢が一定年数
を経過した自動車に対して概ね15％重課

地域類型の区分 施策類型の区分

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

環境性能に優れた自動車の普及を図るとともに、自動車の技術革新を加速化させていく等の効果が期待できる。

エコカー減税・グリーン化特例
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

継続施策の位置付け
（該当に○印）

法制度

URL http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000028.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

租税特別措置法第90条の12
地方税法附則第12条の２の２、12
条の３

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

74ページ、30行

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

―
予算

―

根拠法令等

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
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公共 非公共

○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － － － － － － － －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○

概要
（支援の仕組み

等）
移動等円滑化の促進の観点から、バリアフリー性能に優れたバス・タクシーについて、自動車取得税・自動車重量税を軽減する。

支援対象者
（実施主体）

事業者

国土交通省

自動車局旅客課 電話（直通）

－

○新車新規登録時に対象車両であると証明する書面の提示
○自動車取得税の課税標準となる購入時の車両取得価額から一定の金額が控除
○初回検査時の自動車重量税が免除

【自動車重量税】（平成２４年５月１日から平成２７年４月３０日までの間に新車に係る新規検査を受ける車両）
○構造・設備基準に適合した乗合バス車両の初回分を免税
○特に優れたユニバーサルデザインタクシーとして国により認定された車両の初回分を免税
【自動車取得税】（平成２４年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に新規に取得した車両）
＜乗合バス車両＞
○ノンステップバス：構造・設備基準に適合した乗合バス車両の取得価額から１，０００万円を控除
○リフト付きバス（乗車定員３０人以上）：構造・設備基準に適合した乗合バス車両の取得価額から６５０万円を控除
○リフト付きバス（乗車定員３０人未満）：構造・設備基準に適合した乗合バス車両の取得価額から２００万円を控除
＜タクシー＞
○特に優れたユニバーサルデザインタクシーとして国により認定された車両の取得価額から１００万円を控除

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

○公共交通機関のバリアフリー化の推進

バリアフリー特例
（自動車重量税、自動車取得税）

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

URL http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000031.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

租税特別措置法第９０条の１３
地方税法附則第１２条の２の５

03-5253-8573

－

施策の位置付け
（該当に○印）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

－
予算

－

根拠法令等

法制度

施策名
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ － － － ○ ○ ○ － － ○ － － － ○ －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ － － －

概要
（支援の仕組み

等）

超小型モビリティの普及や関連制度の検討に向け、成功事例の創出、国民理解の醸成を促す観点から、地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一
体となった先導導入や試行導入の優れた取組みを重点的に支援する。

支援対象者
（実施主体）

地方公共団体等

国土交通省

自動車局環境政策課 電話（直通）

－

事業計画書の公募を受け付け、外部有識者からなる選定委員会において事業計画の認定を行う。事業計画の認定を受けた者は、補助金交付申請を
行い、これに基づき交付決定を行う。

○超小型モビリティの導入
　補助率：車両本体価格の1/2（民間事業者等にあっては1/3）
○事業計画の立案
　補助率：事業計画立案費用の1/2（民間事業者等にあっては1/3）
○導入効果検証の実施
　補助率：導入効果検証費用の1/2（民間事業者等にあっては1/3）

地域類型の区分 施策類型の区分

超小型モビリティの導入促進
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

P68　「安心して歩いて暮らせるまちづくり」③
戦略市場創造プラン（ロードマップ）

中短期工程表「国民の「健康寿命」の延伸⑤」

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

－

03-5253-8604

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

子育て世代や高齢者の移動支援に寄与するような生活交通における新たな交通手段の提供、観光地や地域活動の活性化を通じた観光・地域振興、省
エネ・低炭素化への寄与及び新規市場・需要の創出等の効果が期待される。

201
予算

(201)

根拠法令等

法制度

URL http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr1_000043.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

70



公共 非公共

○ ‐ ‐ ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － － － ○ － － － － － － － －

概要
（支援の仕組み

等）

○我が国の基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線の整備を進める。

○整備新幹線は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が新幹線施設を建設、保有し、営業主体であるＪＲに対して施設を貸し付ける上下
分離方式により運営されており、財源については、貸付料収入を充てた残りの部分について、国が3分の2、地方自治体が3分の1を負担。

支援対象者
（実施主体）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

国土交通省

鉄道局幹線鉄道課 電話（直通） 03－5253－8531

支援を受けるための手順は、以下のとおり。

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構より国土交通大臣に対し、整備新幹線整備事業費補助交付申請を行う。
・国土交通大臣が申請された内容を審査し、適正であると認めた場合は独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対し交付決定を行う。

全国新幹線鉄道整備法に基づき、国土交通大臣から建設主体として指名された独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設を行う以下の
路線について、事業費の一部を助成する。
　　・北海道新幹線（新函館北斗～札幌）
　　・北海道新幹線(新青森～新函館北斗）
　　・北陸新幹線(長野～金沢)
　　・北陸新幹線(金沢～敦賀)
　　・九州新幹線(武雄温泉～長崎)
※負担割合　（ＪＲからの貸付料収入を充てた事業費の残りの部分について）国：２／３、地方公共団体：１／３

地域類型の区分

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地域間の移動時間が大幅に短縮し、我が国のビジネス・観光の交流が促進。

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

全国新幹線鉄道整備法第１３条
全国新幹線鉄道整備法施行令第
８条P17   競争力を強

化する交通インフラの整備
－

－ －

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

施策の位置付け
（該当に○印）

URL http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr1_000041.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

－

施策類型の区分

71,950
予算

(70,600)

根拠法令等

施策名
税制

○ －

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

継続

整備新幹線整備事業

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）
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公共 非公共

○ － ○ ○

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 都市鉄道利便増進事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

5,760

(6,141)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

第三セクター等公的主体

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

相当程度拡充してきた都市鉄道ネットワーク(既存ストック)を有効活用し、その利便の増進を図るため、都市鉄道等利便増進法に基づき、連絡線等の整
備による速達性の向上、周辺整備と一体的な駅整備による交通結節機能の高度化を推進。

支援内容
（単価・水準等）

（１）対象地域
　①首都圏の既成市街地及び近郊整備地帯、②中部圏の都市整備区域、③近畿圏の既成都市区域及び均衡整備区域、④政令指定都市

（２）対象事業
　○速達性向上事業
　①既存の都市鉄道施設の間を連絡する新線の建設
　②複数の路線の間を連絡するために必要となる都市鉄道施設の整備（（１）に掲げるものを除く。）
　③列車が追越しを行うために必要となる都市鉄道施設の整備
　
　○駅施設利用円滑化事業
　①既存の駅施設（当該駅施設及びこれと一体として利用されている駅施設における１日当たりの平均的な旅客の乗降及び乗継ぎの数が15万人以上
であるものに限る。）における乗降又は乗継ぎを円滑にするためのプラットホーム、改札口又は通路の整備
  ②（１）の整備と一体的に行う自動車駐車場又は自転車駐車場の整備
  ③鉄道線路の配置の変更その他の（１）又は（２）の整備に併せて行われる鉄道施設の変更

（３）補助率
補助対象経費の３分の１以内（自治体補助額と同額）

想定する具体的
効果

都市鉄道は、都市の社会経済活動や生活水準を支える都市の装置であり、これを整備することは都市の活力の維持・増進に直結する。本補助事業の
実施により、鉄道事業者の投資はもとより民間の投資を効果的に引き出し、貴重な既存ストックを有効活用して、都市鉄道ネットワークを構築し、もって
活力ある都市活動及びゆとりのある都市生活の実現に寄与することができる。

支援手続
（申請～交付決

定）

①都市鉄道等利便増進法に規定する速達性向上事業又は駅施設利用円滑化事業として行われ、速達性向上計画又は交通結節機能高度化計画に基
づく施設の整備について、国土交通大臣の認定を受ける。
②都市鉄道利便増進事業の施設の整備を行う者（以下「第３セクター等」という。）が都市鉄道利便増進事業費補助交付要綱に基づき交付申請を行う。
③交付申請書の書類の審査をしたうえで、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構より第３セクター等に対して補助金交付決定通知書を送付し、事業の
進捗に応じて補助金を交付。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局都市鉄道政策課、駅機能高度化推進室 電話（直通）
03-5253-8536
03-5253-8584

URL http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk4_000002.html
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 都市鉄道整備事業（地下高速鉄道）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

12,358

(13,944)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

公営地下鉄事業者、東京地下鉄（株）　等

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

大都市圏における通勤・通学混雑緩和、駅等交通結節点を中心とした沿線地域の活性化を図るなど、都市機能を再生し、魅力ある都市を創造するため
に地下高速鉄道の新線建設、耐震対策及び大規模改良工事を補助金により推進する。

支援内容
（単価・水準等）

対象事業：地下高速鉄道の新線建設、耐震対策及び大規模改良工事（バリアフリー化、相互直通箇所における平面交差の立体交差化、折返施設の整
備及び駅構内拡張等）
補助率：補助対象建設費（事業に要する費用の80％に90％を乗じた額）の３５％（自治体補助額の範囲内）

想定する具体的
効果

沿線地域の活性化、経済活動に係る社会基盤の確保、高齢者、障害者等交通弱者の移動円滑化等

支援手続
（申請～交付決

定）

①公営地下鉄事業者等が地下高速鉄道整備事業費補助交付要綱に基づき交付申請。
②交付申請書の書類を審査した上で、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構より公営地下鉄事業者等に対して補助金交付決定通知書を送付し、事
業の進捗に応じて補助金を交付。

変更のポイント

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局都市鉄道政策課 電話（直通） 03-5253-8536

URL http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk4_000002.html
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 幹線鉄道等活性化事業（旅客線化）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

970の内数

1,539の内数

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

鉄道事業者等

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

既存ストックを有効活用しつつ、沿線地域の通勤・通学輸送を確保するとともに、駅等交通結節点を中心とした沿線地域の都市機能の向上・活性化を図
る観点から、大都市圏における貨物鉄道線を旅客線化し、効率的な鉄道整備を推進。

支援内容
（単価・水準等）

（１）対象事業
大都市及びその周辺における貨物鉄道の旅客線化のための鉄道施設の整備を行う事業

（２）補助率
補助対象経費（事業に要する経費の90％に80％、90％を順次乗じた額）の2/10以内（自治体補助額の範囲内）

想定する具体的
効果

大都市圏における貨物鉄道を旅客線化することにより、沿線地域の通勤・通学輸送の確保及び混雑緩和を図るとともに、環境負荷低減に資するモーダ
ルシフトの促進、駅等交通結節点を中心とした沿線地域の都市機能の向上・活性化が図られる。

支援手続
（申請～交付決

定）

①鉄道事業者等が幹線鉄道等活性化事業費補助交付要領に基づき交付申請を行う。
②交付申請書の書類の審査をしたうえで、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構より鉄道事業者等に対して補助金交付決定通知書を送付し、事業の
進捗に応じて補助金を交付。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局都市鉄道政策課 電話（直通） 03-5253-8536

URL
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

― ○ ― ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ―

施策名 幹線鉄道等活性化事業（連携計画）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

970の内数

（1,539の内数）

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○ 継続

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

地域公共交通活性化再生法による法定協議会

- - -

概要
（支援の仕組み

等）

　地域公共交通活性化再生法による法定協議会の作成した総合連携計画に基づく鉄軌道利用者の利便性向上を図るための施設の整備を支援するこ
とにより、地域が行うサービスの向上や利用の活性化の取組を推進する。

支援内容
（単価・水準等）

補助率：補助対象経費の１／３（地方公共団体の補助する額以内）

想定する具体的
効果 輸送ニーズに対応した駅・路線の再配置、　ダイヤ改正・増便等に必要な施設の整備を行うことにより、鉄軌道利用者の利便性向上を図る。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

①法定協議会が幹線鉄道等活性化事業費補助交付要綱に基づき交付申請を行う。
②交付申請書の書類の審査をしたうえで、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて同協議会に対して補助金交付決定書を交付し、事業の進捗
に応じて補助金を交付。

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局鉄道事業課地域鉄道支援室 電話（直通） 03-5253-8539

URL http://www.mlit.go.jp/common/000033511.pdf
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

施策名 フリーゲージトレインの技術開発

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

2,146

(2,550)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - ○ - 継続

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

-
P17「競争力を強化する交通インフラ
の整備」

-

概要
（支援の仕組み

等）

フリーゲージトレイン実用化に向けての技術開発を推進。
独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う整備新幹線の整備方策の検討に必要な軌間可変技術調査が適切に実施されることを目的とし
て、予算の範囲内において、機構に対して補助金を交付するもの。

支援内容
（単価・水準等）

整備新幹線の整備方策の検討に必要な軌間可変技術調査に要する経費であって、事業実施計画若しくはその変更について国土交通大臣の承認を受
け、又は国土交通大臣に届け出た事業に係るものを交付の対象とする。補助金の額は、補助対象事業の計画額の合計額を限度とする。

想定する具体的
効果

フリーゲージトレインの導入を前提としている九州新幹線（長崎ルート）では、以下の効果が見込まれている。
　○時間短縮：博多～長崎間の所要時間　現在1時間48分→導入後1時間20分
　○需要予測：西九州（長崎県・佐賀県）と福岡県間の鉄道利用者数は1日当たり11,600人から14,900人に増加（H34年度開業時）
　○投資効果（B/C)：1.1
　○収支採算性：20億円/年

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

　 ○独立行政法人 鉄道建設・運輸施設支援機構が実施計画を申請し、国土交通大臣が審査し、同計画を承認
   ○独立行政法人 鉄道建設・運輸施設支援機構が実施計画を基に補助金の交付申請を行い、国土交通大臣が審査し、補助金の交付を決定

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局　技術企画課　技術開発室 電話（直通） 03-5253-8547

URL http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr1_000008.html
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

施策名 鉄道技術開発

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

330の内数

(334の内数)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

- - - ○ 継続

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

交付先：独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

※鉄道分野に関する技術開発を実施する能力を有する法人に対し、独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて補助金を交付。

P.68「安心して歩いて暮らせるまちづ
くり」

p17　「公共交通の充実」 -

概要
（支援の仕組み

等）

鉄道技術開発を促進し技術水準の向上を図ることを目的として、鉄道技術開発費補助制度を用い、
安全対策及び環境対策等に係る技術開発に要する経費の一部を独立行政法人　鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて助成を行う。

支援内容
（単価・水準等）

補助対象事業者が行う鉄道技術開発のうち、新技術への鉄道への応用に係る基礎的、基盤的技術開発及び安全対策、環境対策に係る技術開発に対
し、当該技術開発に要する経費に２分の１を乗じて得た額を補助する。

想定する具体的
効果

鉄道技術開発費補助金は、鉄道技術開発を促進し技術水準の向上を図ることを目的とする施策であり、その効果としては、

　○安全対策に係る技術開発により、地域活性化に資する安全な公共交通の充実。
　○新技術の鉄道への応用に係る基礎的、基盤的技術開発及び環境対策に係る技術開発により、地方公共交通の活性化。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が期待できる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援を受けるまでの手順は、以下のとおり。

　○事業者より技術開発課題の応募
　○鉄道技術開発課題評価委員会による事前評価
　○事業者より独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて補助金交付申請をし、国土交通省が審査・交付決定
　○技術開発の後、独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じて、事業者より完了実績報告をし、国土交通省が補助金の額を確定し交付

変更のポイント -

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局 技術企画課 技術開発室 電話（直通） 03-5253-8547

URL http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr1_000013.html
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

施策名 鉄道施設安全対策事業（鉄道施設の耐震対策）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

1,960

(1,836)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ― ○ 変更

―

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

鉄軌道事業者

P77 P17,19 ―

概要
（支援の仕組み

等）

防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都直下地震・南海トラフ地震等の大規模地震に備えて、国土強靱化の観点から地震時における鉄
道網の確保を図るとともに、一時避難場所や緊急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、より多くの鉄道利用者の安全確保を図るため、主要駅や
高架橋等の耐震対策に要する費用の一部を補助する。

支援内容
（単価・水準等）

下記鉄道施設の耐震対策に要する費用について、地方公共団体の補助する額以内で、かつ、１／３以内の額を補助する。

○乗降客数が１日１万人以上の高架駅であって、かつ、折り返し運転が可能な駅又は複数路線が接続する駅

○首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等における、緊急輸送道路等と交差又は並行する高架橋等

○首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等における、乗降客１日１万人以上の駅（地平駅を除く）及び片道断面輸送量１
日１万人以上の路線であって、ピーク時１時間あたりの片道列車本数１０本以上の路線又は空港アクセス線の高架橋等

想定する具体的
効果

○鉄道網の確保

○一時避難場所や緊急輸送道路の確保

○より多くの鉄道利用者の安全確保

支援手続
（申請～交付決

定）

①鉄軌道事業者が交付申請書等を作成し、国土交通省に提出。

②国土交通省が交付申請書等を審査のうえ、交付決定を行う。

③補助事業が完了したのち、補助を受けた鉄軌道事業者が完了実績報告書を作成し、国土交通省に提出。

④国土交通省が完了実績報告書を審査のうえ、交付すべき補助金の額を確定し、通知書を補助対象事業者に通知する。

変更のポイント
現行の補助対象に加え、首都直下地震・南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地域等における、乗降客１日１万人以上の駅（地平駅を除く）及び
片道断面輸送量１日１万人以上の路線であって、ピーク時１時間あたりの片道列車本数１０本以上の路線又は空港アクセス線の高架橋等を新たに補助
対象に加えることとした。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局施設課 電話（直通） 03-5253-8554

URL

78



公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名
鉄道施設安全対策事業

（鉄道施設の戦略的維持管理・更新の推進）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

202

－

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― － － ○ 新規

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

厳しい経営状況にある地方の鉄軌道事業者

P76 P17 －

概要
（支援の仕組み

等）

鉄道事業者の多数が開業後70年以上経過しており、橋りょうやトンネルなどの構造物の平均年齢が耐用年数を超える状況にあることから、今後も引き
続き鉄道インフラを維持していくためには、施設の抜本的な改修が必要となることが見込まれる。このため、施設の長寿命化に資する改良に対する新た
な補助制度を創設し、鉄道インフラの戦略的な維持管理・更新を推進するとともに、厳しい経営状況にある地方の鉄道事業者の施設のライフサイクルコ
スト低減を図る。

支援内容
（単価・水準等）

高度な技術や材料を用いて、橋りょう、トンネル等の土木構造物の長寿命化に資する改良を施工する場合、その施工に要する費用について、地方公共
団体の補助する額以内で、かつ、１／３以内の額を補助する。

想定する具体的
効果

○老朽化した土木構造物の改修が図られ、安全・安定輸送が確保される

○施設のライフサイクルコストの低減が図られる

支援手続
（申請～交付決

定）

①鉄軌道事業者が交付申請書等を作成し、国土交通省に提出。

②国土交通省が交付申請書等を審査のうえ、交付決定を行う。

③補助事業が完了したのち、補助を受けた鉄軌道事業者が完了実績報告書を作成し、国土交通省に提出。

④国土交通省が完了実績報告書を審査のうえ、補助金の額を確定し、確定通知書を補助対象事業者に通知する。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局施設課 電話（直通） 03-5253-8554

URL
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公共 非公共

― ― ○ ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

施策名
首都直下地震・南海トラフ地震に備えた耐震対策により取得した鉄道施設に係る固定資産
税の優遇

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

―

―

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

― ― ― ○ 継続

地方税法附則第１５条３６項

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

鉄軌道事業者

P77 P17,19 ―

概要
（支援の仕組み

等）

防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都直下地震・南海トラフ地震に備えて、国土強靱化の観点から地震時における鉄道網の確保を図る
とともに、一時避難場所や緊急輸送道路の確保等の公共的機能も考慮し、より多くの鉄道利用者の安全確保を図るため、首都直下地震・南海トラフ地
震に備えた耐震対策により取得した鉄道施設の固定資産税を軽減する。

支援内容
（単価・水準等）

首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上の揺れが想定される地域等における以下の施設の耐震対策により取得した鉄軌道施設の固定資産
税を５年間２／３に軽減する。

○乗降客１日１万人以上の駅

○緊急輸送道路等と交差又は並行する高架橋等

○片道断面輸送量１日１万人以上の路線の高架橋等

想定する具体的
効果

○鉄道網の確保

○一時避難場所や緊急輸送道路の確保

○より多くの鉄道利用者の安全確保

支援手続
（申請～交付決

定）

①鉄軌道事業者が特例対象資産の概要等を添付して、地方運輸局長の証明を申請。

②地方運輸局長は特例対象資産を特定し、証明書を発行。

③鉄軌道事業者が資産申告時に証明書を添付。

変更のポイント ―

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局施設課 電話（直通） 03-5253-8554

URL
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 鉄道駅総合改善事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

496

(558)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

○総合改善事業
　 駅の改良整備・保有を業務とする第３セクター
○連携計画事業
　 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第６条に規定する協議会

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

　鉄道利用者の安全性や利便性の向上を図るため、市街地再開発事業、土地区画整理事業、自由通路の整備等都市側の事業と一体的に行われる鉄
道駅のホームやコンコースの拡幅等、駅機能を総合的に改善する事業に対し、国及び地方の助成措置を講じる。
　さらに、人にやさしく活力ある都市の実現をめざし、既存の鉄道駅の改良と一体となって、地域のニーズにあった保育施設等の生活支援機能を有する
鉄道駅空間の高度化(コミュニティ・ステーション化)を図る事業に対して国及び地方の助成措置を講じる。

支援内容
（単価・水準等）

○総合改善事業
　 補助対象経費の１／５以内（自治体補助額の範囲内）
○連携計画事業
　 補助対象経費の１／３以内（自治体補助額の範囲内）

想定する具体的
効果

○総合改善事業
　 鉄道駅のホームやコンコースの拡幅、バリアフリー化等を行うことにより、利用者の利便性、円滑性及び安全性の向上が図られる。

○連携計画事業
　 既存の鉄道駅の改良と一体的に、地域のニーズにあった保育施設等の生活支援機能施設を整備することにより、鉄道駅空間の高度化を図る。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援の利用方法
○総合改善事業
　①地方公共団体の出資又は拠出に係る法人で、あらかじめ補助の対象として選定された鉄道駅の改良整備・保有を目的とするもの（以下「第３セク
　　 ター」という。）が鉄道駅総合改善事業費補助（総合改善事業）交付要綱に基づき交付申請を行う。
　②交付申請書の書類の審査をしたうえで、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構より第３セクターに対して補助金交付決定通知書を送付し、事業の
　　 進捗に応じて補助金を交付する。
○連携計画事業
　①市区町村において、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第６条に基づく協議会を組織する。
　②組織した協議会の協議を経て、市区町村は「地域公共交通総合連携計画」を作成し、国土交通大臣へ送付する。
　③協議会より、②で作成した「地域公共交通総合連携計画」に位置づけられた生活支援機能施設を併設した鉄道駅の総合改善事業について、鉄道
     駅総合改善事業費補助（連携計画事業）交付要綱に基づき交付申請を行う。
　④交付申請書の書類の審査をしたうえで、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構より協議会に対して補助金交付決定通知書を送付し、事業の進捗
     に応じて補助金を交付する。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局都市鉄道政策課駅機能高度化推進室 電話（直通） 03-5253-8534

URL http://www.mlit.go.jp/common/000998832.pdf
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 幹線鉄道等活性化事業（乗継円滑化）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

-

-

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

駅の改良整備・保有を業務とする第３セクター

－ － －

概要
（支援の仕組み

等）

鉄道路線間の乗り継ぎ負担を軽減するために、相互直通運転化等の事業を実施し、旅客の利便性の向上を図ることを通じて、地域の鉄道網の利便性
を向上させ、地域の活性化を図る。

支援内容
（単価・水準等）

補助対象経費の１／５以内（自治体補助額の範囲内）

想定する具体的
効果

相互直通運転化や駅施設の改良等の乗継円滑化事業を行い、鉄道ネットワークとしての機能向上や高齢者等を含めた鉄道利用旅客の乗り継ぎ利便
の向上が図られる。

支援手続
（申請～交付決

定）

支援の利用方法
　①地方公共団体の出資又は拠出に係る法人で、あらかじめ補助の対象として選定された鉄道施設の整備・保有を業務とするもの（以下「第３セク
　　 ター」という。）が幹線鉄道等活性化事業費補助交付要綱に基づき交付申請を行う。
　②交付申請書の書類の審査をしたうえで、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構より第３セクターに対して補助金交付決定通知書を送付し、事業の
　　 進捗に応じて補助金を交付する。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局都市鉄道政策課駅機能高度化推進室 電話（直通） 03-5253-8534

URL -
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 鉄道施設総合安全対策事業

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

83

(83)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

第３セクター等

P76 P17 －

概要
（支援の仕組み

等）

社会資本ストックの急速な老朽化が指摘されており、鉄道においても開業後７０年以上を経過した路線が、多数存在し、橋りょうやトンネルなど規模が大
きい施設については、適切な改良が進んでいないことが懸念されていることから、地域鉄道の老朽化対策のための改良・補修事業に対し、国がその費
用の一部を補助し、整備の促進を図る。

支援内容
（単価・水準等）

地域鉄道の橋りょう、トンネル等であって、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の定める耐用年数を超えて使用しており、老朽化の程度が著しい
と認められる施設の補強・改良を行う事業を対象に、補助対象工事費の１／３（ただし地方公共団体の補助額以内）を予算の範囲内において補助する。

想定する具体的
効果

地震などの自然災害、劣化等による鉄道施設の被害を未然に防止することで次の効果が期待される。

○列車の安全運行確保

○利用者の安全確保

支援手続
（申請～交付決

定）

①第3セクター等が交付申請書等を作成し、鉄道・運輸機構に提出。

②鉄道・運輸機構において審査のうえ、国土交通省に交付申請書等を提出。

③国土交通省が交付申請書等を審査のうえ、交付決定を行う。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局施設課 電話（直通） 03-5253-8554

URL
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ ○ ○ － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策名 鉄道防災事業（海岸等保全、落石・なだれ等対策）

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

255

(255)

施策の位置付け
（該当に○印）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策
区分（新規・継続・変更）

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － － ○ 継続

－

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等

支援対象者
（実施主体）

旅客会社等（鉄道・運輸機構経由）

P77 － －

概要
（支援の仕組み

等）
旅客会社等が行う海岸等保全、落石・なだれ等対策などのための施設の整備のうち、一般住民、道路、耕地等の保全保護にも資する事業を推進する。

支援内容
（単価・水準等）

旅客会社等が行う落石・なだれ等対策、海岸等保全のための設備整備のうち、一般住民、道路、耕地等の保全保護にも資するものについて補助を行
う。

補助率：落石・なだれ等対策：１／２
　　　　　海岸等保全：１／２または１／３

想定する具体的
効果

将来起こりうる災害を未然に防止することで次の効果が期待される。

○安全かつ安定した鉄道輸送サービスの提供

○鉄道沿線の保全保護

支援手続
（申請～交付決

定）

①間接補助事業者である旅客会社等が交付申請書等を作成し、補助事業者である鉄道・運輸機構に提出。

②鉄道・運輸機構において審査のうえ、国土交通省に交付申請書等を提出。

③国土交通省が交付申請書等を審査のうえ、鉄道・運輸機構に対して交付決定を行う。

④鉄道・運輸機構が、旅客会社等に対して交付決定を行う。

変更のポイント －

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

省庁名 国土交通省

担当課室 鉄道局施設課 電話（直通） 03-5253-8554

URL

84



公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

施策名 海岸事業（海岸事業費）（港湾局関係分）　【直轄事業】
9,989

(11,074)

予算
税制 法制度 予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 海岸法

- p17 18行目、p20 6～12行目

-

③地域の生活や産業の基盤整備

- - ○

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

津波、高潮、波浪その他海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護するとともに、海岸環境の整備と保全及び公衆の海岸の適正な利用を図り、もって国
土の保全に資することを目的として、海岸保全施設の整備を実施。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント

施策の位置付け
（該当に○印）

担当課室 港湾局　海岸・防災課 電話（直通） 03-5253-8688

URL
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公共 非公共

－ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ― ― － － － － ○ ○ － － － － － － － － －

－

施策名
税制

施策の位置付け
（該当に○印）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

－
予算

－

根拠法令等

法制度

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

継続

みなとオアシスのシンボルマークの使用
国土交通省・地方整備局等のホームページによる広報　ほか

URL http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk1_000001.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

分類
（該当に○印）

03－5253－8672

－

地域類型の区分 施策類型の区分

地域住民や観光客に対し地域情報や観光情報を発信し、また、イベントの実施等みなとの賑わいを作り出す活動が地域住民参加の下で継続的に行わ
れることにより、住民参加による地域活性化が図られる。

支援内容
（単価・水準等）

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ ○ － －

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

みなとオアシス
予算要求額（百万円）
上段：平成26年度概算
(下段：前年度現計予算)

概要
（支援の仕組み

等）

賑わいや交流促進に資する一定の要件を満たす「みなと」の施設を地方整備局等が「みなとオアシス」として認定・登録し、住民参加による地域活性化
の取り組みを支援するもの。

支援対象者
（実施主体）

港湾管理者、市町村、NPO等

国土交通省

港湾局　産業港湾課 電話（直通）

地方公共団体等がみなとオアシスの登録申請
地方整備局等が認定・登録
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － ○ － － － － － － － －

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)
施策名 空港整備事業（首都圏空港の機能強化）　【直轄事業】

変更-○ -

32,021

(31,858)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
空港法
空港の設置及び管理に関する基本方針

49ページ4行目 29ページ31行目

担当課室 航空局航空ネットワーク部首都圏空港課・空港施設課大都市圏空港調査室 電話（直通） 03-5253-8719 / 03-5253-8720

URL http://www.mlit.go.jp/koku/index.html

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

2014年度中に羽田・成田両空港での年間合計発着容量を75万回化することを最優先課題として着実に取り組む。
また、将来的な航空需要の更なる増大を見据え、成長著しいアジアなど世界の成長力を我が国に取り込み、首都圏の都市間競争力を大幅に強化するととも
に、諸外国の成長力を国内各地域に波及させ、全国の地域活性化を図るため、75万回化達成以降の首都圏空港の更なる機能強化に向けた具体的な方策の
検討を進める。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント
2020年の東京オリンピックやその先を見据え、日本の玄関口である首都圏空港におけるより一層の機能強化及び利便性向上が求められる。
そのため、平成25年9月、75万回化達成以降の首都圏の更なる機能強化に向け、具体的な検討に着手した。
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

73,071
予算

(33,263)

根拠法令等

法制度

URL http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000729.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

空港法

03-5253-8717

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

国際競争力を強化するための基盤であり、地域における広域的な交流の拠点である空港について、航空利用者の視点も踏まえつつ、その機能を確保・
維持するとともに、航空における安全・安心を確保するための施策であり、効果としては以下が期待できる。

　○那覇空港においては、滑走路増設事業により、混雑が解消し、定時性を確保することで快適な旅行を支えるとともに、県民生活の安定を図る。
　○空港施設の更新・改良を着実に実施し、これらの施設の機能を適切に発揮させる。
　○ターミナル地域の再編により混雑を解消し、旅客の利便性向上を図る。

空港整備事業（一般空港等）
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

－

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－ －

－

－

○那覇空港においては、将来需要に適切に対応する空港能力向上を実現する滑走路増設事業を実施する。
○老朽化が進んでいる、滑走路や航空保安施設等の空港施設において更新・改良を実施する。
○混雑や遅延等が発生している旅客ターミナル地域の改良等を実施する。

地域類型の区分 施策類型の区分

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

概要
（支援の仕組み

等）

○那覇空港については、処理能力の限界に近づきつつあるため、滑走路増設事業を引き続き実施する。
○航空機の安全な運航を確保するため、老朽化が進んでいる施設において、戦略的維持管理を踏まえた施設の更新・改良等を行う。
○我が国全体の国際競争力強化や空港後背地域の地域競争力の強化等のため、ターミナル地域再編事業等を推進する。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村、直轄事業

国土交通省

航空局航空ネットワーク部空港施設課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － ○ －
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空交通容量の拡大やニーズの多様化に適切に対応した効率的
な運航を実現するために、引き続き管制施設、航空保安施設、通信施設等の性能を確保するとともに、我が国の航空交通の特徴を踏まえ、航空
機側の性能向上と調和のとれた航空交通システムの整備を推進する。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント

担当課室 航空局　交通管制部　交通管制企画課 電話（直通） 03-5253-8739

URL http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000316.html

○

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

- -

-

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続-

③地域の生活や産業の基盤整備

- -

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 航空路整備事業　【直轄事業】
25,546

(21,691)

予算
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公共 非公共

○ － － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ － － － － － － ○ － － － － － － － － － －

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

365,613
の内数

予算

327,682
の内数

根拠法令等

法制度

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

－

URL http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000729.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

空港法

03-5253-8717

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な
空港等について、地震等災害時に空港等に求められる機能を確保するための施策であり、効果としては以下が期待できる。

大規模地震発生時における被害を軽減するとともに、円滑かつ迅速な応急活動を確保し、また航空輸送上重要な空港については地域の産業・物流機
能を維持。

空港の耐震化等
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

－ －

－

－

耐震性が確保されていない管制塔等の航空保安施設や滑走路等の基本施設において、補強や液状化対策を実施する。

地域類型の区分 施策類型の区分

概要
（支援の仕組み

等）

地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な
空港等について、地震等災害時に空港等に求められる機能を果たすために最低限必要となる基本施設等の耐震化等を行う。

支援対象者
（実施主体）

都道府県、市町村、直轄事業

国土交通省

航空局航空ネットワーク部空港施設課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

－ － ○ －
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

- - - - - - - - ○ - - - - - - - - - -

新規

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

地域の実情を踏まえつつ民間の能力を活用した効率的な空港運営を図るため、ＰＦＩ法の公共施設等運営権制度を活用した空港運営の民間委託等に
より国管理空港の経営改革を推進し、地域活性化の核となる真に魅力ある空港の実現を目指す。

支援対象者
（実施主体）

-

国土交通省

航空局 航空ネットワーク企画課 空港経営改革推進室 電話（直通）

-

-

-

地域類型の区分 施策類型の区分

想定する具体的
効果

-

空港経営改革推進
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

30ページ28行目 -

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

URL http://www.mlit.go.jp/koku/index.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

民間の能力を活用した国管理空
港等の運営等に関する法律

03-5253-8714

支援手続
（申請～交付決

定）

施策の位置付け
（該当に○印）

48ページ18行目

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

561
予算

(225)

根拠法令等

法制度

施策名
税制

91



公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

- ○ － － - - - - - - ○ ○ - - - - - - -

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

  地方航空路線活性化プログラムは、一定の旅客需要があるが、代替交通機関がない条件不利地域を発着する航空路線であり、かつ地域主体で維持に向け
た取組を継続している航空路線について、国として評価したモデル的取組の実証調査を行うものである。
  具体的に、対象となる地方航空路線の要件については、一定の旅客需要や代替交通機関（鉄道、バス等）による移動時間、乗継便と直行便との時間差、運
航頻度など利用者の利便性を考慮したものに加え、地域の支援ニーズの有無等から判断する。また、路線の選定に当たっては、要件に合致する路線を抱える
空港が所在する周辺の自治体、地元企業、空港管理者、航空会社等で構成する地域の協議会からの提案を評価することとし、当該提案に基づく実証調査を
実施することにより、その実証効果を全国の他の地方航空路線の取組に波及させることとする。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -

担当課室 航空局 航空ネットワーク部 航空事業課/環境・地域振興課 電話（直通） 03-5253-8705/03-5253-8722

URL http://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000263.html

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

- 17ページ29行目、30ページ9行目

318

( - )

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)
施策名 地方航空路線活性化プログラム　【直轄事業】

新規○- -
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ － － － － － － － ○ － － － － － － － －

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）　【直轄事業】
6,106

(5,686)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続-

③地域の生活や産業の基盤整備

○ -

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
観光立国推進基本法
第１７条

Ｐ８４～８６ -

-

担当課室
観光庁
参事官（日本ブランド発信・外客誘致担当）

電話（直通） 03－5253－8922

URL http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/vjc.html

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

観光立国実現に向けたアクション・プログラム及び日本再興戦略に掲げられた訪日外国人旅行者数２０００万人の高みを目指したビジット・ジャパン事業の新
たなスタートとして、「クールジャパン」「インベストジャパン」等と一体となった日本ブランドの発信に強力に取り組む。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ - － － － － － － － ○ － － － － － － － －

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

国際会議等（MICE）の誘致・開催を促進するため、
①アドバイザー派遣等を通じたマーケティング能力の向上支援等による世界トップレベルのMICE都市の育成
②MICE開催地としての日本の魅力向上・確立と世界への発信
③ユニークベニューの開発、利用促進や人材育成を通じたMICEの受入環境・体制の構築・強化
等に取り組む

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -

担当課室
観光庁
参事官（国際会議等推進担当）

電話（直通） 03－5253－8938

URL http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/mice.html

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
観光立国推進基本法
第１７条

Ｐ８５、８６ -

450

(405)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 国際会議等（ＭＩＣＥ）の誘致・開催の促進　【直轄事業】

継続-○ -
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

- ○ ○ ○ ○ - - - - ○ ○ - - - - - - - -

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

-

税制 274
予算

(343)

法制度

URL http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/brand.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地域独自の「ブランド」の確立を通じた日本の顔となる観光地域の創出

○

-

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

P85

根拠法令等

施策の位置付け
（該当に○印）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

-

-

観光地域ブランド確立支援事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

- -

施策名

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

・観光地域づくりプラットフォームが申請書を観光庁へ提出
・第三者委員会の審査を踏まえ、観光庁が事業を採択し、交付決定

（１）観光地域ブランド確立基盤づくり支援
　補助対象事業：ブランド戦略の策定に係る事業
　補助額：上限５００万円

（２）観光地域ブランド確立支援
　補助対象事業：ブランド戦略に基づく事業
　補助率：事業費の４割

地域類型の区分 施策類型の区分

-

電話（直通） 03-5253-8327

概要
（支援の仕組み

等）

国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域づくりを促進するため、地域の取組段階に応じ、地域独自の「ブランド」の確立を通じた観光
地域の形成に向けた取組を支援。

支援対象者
（実施主体）

観光地域づくりプラットフォーム
（観光圏整備法及び平成２４年１２月２７日に改正された基本方針に基づき作成され、かつ同法第8条第3項により新たに認定を受けた観光圏整備実施
計画に記載されている法人）

国土交通省観光庁

分類
（該当に○印）

観光地域振興課
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

- ○ ○ ○ ○ - - - - ○ ○ - - - - - - - -

省庁名 国土交通省観光庁

-

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

観光地域づくりに取り組む地域における課題や改善点などの明確化を図るため、観光地域に係る客観的な評価体系を構築し、恒常的な評価を実施することを
通じて戦略的な観光地域づくりを促進する。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -

担当課室 観光地域振興課 電話（直通） 03-5253-8327

URL http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/manzokudochousa.html

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

P85 -

50

(49)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)
施策名 観光地域評価事業　【直轄事業】

継続-○ -
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

39

(38)

施策名 観光地域動向調査事業　【直轄事業】

予算
税制 法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

継続

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

地域の関係者が連携して地域の特色を活かした観光地域づくりを推進するため、地方公共団体・民間事業者・観光関係者等による協議会等を設置し、各々の
役割分担に応じた観光予算を有効的かつ効果的に投入し、地域の課題解決に向けた協同調査を実施し、改善に向けた方策の検討・現地調査・実証事業等を
実施する。

変更のポイント

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

P85

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省観光庁

○

担当課室 観光地域振興課 電話（直通） 03-5253-8327

URL
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公共 非公共

― ○ ― ―

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ― ― ―

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)
施策名 ユニバーサルツーリズム促進事業　【直轄事業】

37

(39)

予算

-

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続-

③地域の生活や産業の基盤整備

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 観光立国推進基本法第２１条

- -

○

担当課室 観光庁　観光産業課 電話（直通） 03-5253-8329

URL http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/sangyou/manyuaru.html

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省

-

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

高齢者・障がい者等の移動制約者を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整備するため、地方自治体、ＮＰＯ等の幅広い関係者の協力の下、移動制約
者の旅行に関し、地域の受入体制の強化を進めるほか、ユニバーサルツーリズムに関連する旅行商品の造成・普及を図る。

○ 地域の受入体制強化
平成25年度に策定した地域の受入体制強化マニュアルを複数地域において検証し、地域の受入体制強化を推進。

○ ユニバーサルツーリズムに関連する旅行商品の普及・促進
旅行会社の啓発、旅行会社と地域の連携・協働を進め、旅行商品の造成・普及を推進。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、

情報通
信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○

予算額（百万円）
上段：平成26年度当初

(下段：前年度当初予算)

86

(99)

施策名 地域観光環境改善事業　【直轄事業】

予算
税制 法制度

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

区分（新規・継続・変更）
①地域の主体的な取組みへの支援（担い手

育成、地域資源の活用等への支援）
②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

継続

概要
（事業の仕組

み、内容、効果
等）

旅行者のニーズの多様化、旅行スタイルの変化等に対応した魅力ある観光地域づくりを推進するため、地域の関係者が協力して取り組む以下の事業を支援
することにより、それぞれの地域における自立的かつ持続的な滞在交流の推進を図る。
①地域における課題解決手法の先進的なモデルの構築
②観光地域づくりに関する取組体制の構築や地域における自立的な人材育成の実践

変更のポイント

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 -

P85

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省観光庁

○

担当課室 観光地域振興課 電話（直通） 03-5253-8327

URL http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/chiikikankou_innovation.html
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公共 非公共

- ◯ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

◯ ◯ ◯ ◯ - - - - - - ○ - - - - - - - -

省庁名 国土交通省観光庁

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

地域経済の活性化を図るためには、地域自らが自立的・継続的に着地型旅行商品を開発・販売できる仕組みが必要である。そのため、観光地域づくりの取組
を進める主体が自ら着地型旅行商品の販路を開拓し、収益をさらなる着地型旅行開発に充てることが可能となるビジネスモデル構築のための取組を促進す
る。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -

担当課室 観光資源課 電話（直通） 03-5253-8924

URL https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics05_000093.html

-

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
観光立国実現に向けたアクション・プログ
ラム（観光立国推進閣僚会議（平成25年6
月11日））Ｐ85 Ｐ17

72
予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 観光地ビジネス創出の総合支援　【直轄事業】

新規-◯ -
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公共 非公共

－ 〇 － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － － 〇 － － － － － － － － － － － － － － 〇

64,291の内数
予算

(62,455の内数)

根拠法令等

法制度

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

変更のポイント

省庁名

担当課室

施策名
税制

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

第２章５．（４）（治安・司法・危機管理）
海上保安の人的・物的基盤の強化、

海洋の安全確保、危機管理の充実強化

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

－

密漁取締り等
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

－ ○

－

－

－

地域類型の区分 施策類型の区分

03-3580-2083

－

概要
（支援の仕組み

等）

暴力団関係者が資金確保のために組織ぐるみで行う密漁等、その手口は巧妙かつ悪質化しており、地方の水産資源を乱獲している状況。このため、巡
視船艇・航空機による取締りを通じて、漁業秩序の維持、善良な漁業者の安定した生活環境の確保を、また、環境事犯の取締り及び海洋環境保全の啓
発活動を通じ、豊かな水産資源の保護を図る。

支援対象者
（実施主体）

－

海上保安庁

総務部政務課 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

－

－ －

海上保安庁法
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公共 非公共

－ 〇 － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － － 〇 － － － － － － － － － － － － － － 〇

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

概要
（支援の仕組み

等）

密輸・密航事犯は、組織的、計画的、潜在的に行われ、近年ますます巧妙化しており、人目につくおそれが少ない過疎化が進んだ僻地や離島の海岸線
付近において、瀬取り等を利用した密輸・密航事犯の可能性もあることから、巡視船艇・航空機により厳重な監視警戒を実施するなど、地域住民の不安
の解消に努める。

支援対象者
（実施主体）

－

海上保安庁

総務部政務課 電話（直通）

区分（新規・継続・変更）

－

－

－

地域類型の区分 施策類型の区分

03-3580-2083

－

○－

第２章５．（４）（治安・司法・危機管理）
海上保安の人的・物的基盤の強化、

海洋の安全確保、危機管理の充実強化

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

－

密輸・密航取締り
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

施策の位置付け
（該当に○印）

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

海上保安庁法

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

64,291の内数
予算

(62,455の内数)

根拠法令等

法制度

－－

－
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公共 非公共

－ 〇 － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － － 〇 － － － － － － － － － － － － － － 〇

64,291の内数
予算

(62,455の内数)

根拠法令等

法制度

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

変更のポイント

省庁名

担当課室

施策名
税制

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

第２章５．（４）（治安・司法・危機管理）
海洋の安全確保、危機管理の充実強化

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

－

地域連携の推進
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

－ ○

－

－

－

地域類型の区分 施策類型の区分

03-3580-2083

－

概要
（支援の仕組み

等）

離島周辺海域の巡視警戒による不審事象の早期発見、離島の行政機関等との意見交換や不審事象発生時の情報提供依頼等を行うことにより、地域
連携を推進し、離島住民の安全・安心の確保を図る。

支援対象者
（実施主体）

－

海上保安庁

総務部政務課 電話（直通）

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

施策の位置付け
（該当に○印）

－

－ －

海上保安庁法
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公共 非公共

－ 〇 － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － 〇 〇 － － － － － － － － － － － － － － 〇

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

概要
（支援の仕組み

等）

漁船海難やマリンレジャーに伴う事故は依然として多数発生しており、巡視船艇・航空機により人命救助にあたっているところ。また、日頃から救命胴衣
着用等自己救命策確保の推進や海難防止指導を実施することによって、漁業の安全、マリンレジャーの安全を確保し、地域の漁業振興、観光産業の振
興に寄与。

支援対象者
（実施主体）

－

海上保安庁

総務部政務課 電話（直通）

区分（新規・継続・変更）

－

－

－

地域類型の区分 施策類型の区分

03-3580-2083

－

○－ －

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

－

漁船海難、マリンレジャー事故の救助、防止
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

位置付け
（該当に○印）

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

海上保安庁法

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

64,291の内数
予算

(62,455の内数)

根拠法令等

法制度

第２章５．（４）（治安・司法・危機管理）
海洋の安全確保、危機管理の充実強化

－－
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公共 非公共

－ 〇 － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ － － 〇 － － － － － － － － 〇 － － － － － －

継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

概要
（支援の仕組み

等）

離島、僻地等においては医師の数や医療設備が必ずしも十分でなく、緊急に手術や治療を必要とする高齢者や小児等の救急患者が発生した場合は、
施設が充実し処置が可能な都市部等の医療機関に迅速に救急搬送することが必要。地方公共団体からの要請に基づき、これら救急患者を昼夜問わ
ず巡視船艇・航空機により、離島、僻地等から都市部の医療機関への緊急搬送を実施。

支援対象者
（実施主体）

－

海上保安庁

総務部政務課 電話（直通）

区分（新規・継続・変更）

－

－

－

地域類型の区分 施策類型の区分

03-3580-2083

－

○－ －

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

－

地域医療への貢献
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

施策の位置付け
（該当に○印）

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

海上保安庁法

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

64,291の内数
予算

(62,455の内数)

根拠法令等

法制度

－ －－
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公共 非公共

－ 〇 － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保
護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

－ 〇 〇 〇 － － － － － － － － － － － － － － ○

－

64,291の内数
予算

(62,455の内数)

根拠法令等

法制度

第２章５．（３）
国土強靭化（ナショナルレジリエンス）、

防災・減災の取組
－

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

海上保安庁法

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

－

施策名
税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

－

災害時の被災者への救援
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

－

－

地域類型の区分 施策類型の区分

03-3580-2083

－

概要
（支援の仕組み

等）

大規模地震や津波、豪雨災害等により、陸上の交通網が寸断され被災住民の救助活動や救援のための物資輸送が不可能となった場合、海上から災
害応急活動を実施することが必要。このため、災害対策基本法に基づく防災基本計画により、巡視船艇・航空機が孤立した地域や離島から被災住民の
救出や緊急支援物資の輸送を行うとともに、被災地への医師の輸送等を実施。

支援対象者
（実施主体）

－

海上保安庁

総務部政務課 電話（直通）

施策の位置付け
（該当に○印）

○ 継続

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備
区分（新規・継続・変更）

－－
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公共 非公共

○ - - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産業
化

まちづく
り,地域交

通

地域コ
ミュニティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ - - - - - ○ - - - - - - - - - -

施策の位置付け
（該当に○印）

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 航路標識整備事業　【直轄事業】
4,032の内数

(4,541の内数)

予算

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続-

③地域の生活や産業の基盤整備

- - ○

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等
航路標識法第２条
海上保安庁法第５条第２４号

-
第２章５．（３）

国土強靭化（ナショナルレジリエンス）、
防災・減災の取組

担当課室 総務部政務課 電話（直通） 03-3580-2083

URL http://www.kaiho.mlit.go.jp/site_map.html#sisaku

省庁名 海上保安庁

-

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

海上交通の安全を図るための航路標識について、航行環境に応じた機能強化整備を行うとともに、災害時における緊急物資の輸送や被災者の救助活動などを
支える海上輸送ルート確保のための防災対策等を実施。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント -
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公共 非公共

－ ○ － －

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文
化・食
産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福
祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、
情報通

信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ － － － － ○ － － － － － － － － － －

税制 法制度 予算額（百万円）
上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

施策名 的確な気象情報の提供　【直轄事業】
8,952

(9,632)

予算

－

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済
活性化の観点から有効と考えられる施
策

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担い手
育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進
区分（新規・継続・変更）

継続－

③地域の生活や産業の基盤整備

○ －

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

根拠法令等 気象業務法等

第Ⅱ5④ 第2章5.(3)

－

担当課室 総務部企画課 電話（直通） 03-3212-6937

URL

施策の位置付け
（該当に○印）

省庁名 国土交通省（気象庁）

－

概要
（事業の仕組
み、内容、効果

等）

地域に提供する気象情報の発表を行い、地域における、自然災害による被害の軽減、住民生活の向上、交通安全の確保、環境の保全等を図る。

分類
（該当に○印）

地域類型の区分 施策類型の区分

変更のポイント
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公共 非公共

- ○ - -

大都
市

地方
都市

農山
漁村

集落
地域産
業、ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ

農林
水産業

食文化・
食産業

６次産
業化

まちづく
り,地域
交通

地域コ
ミュニ
ティ

観光、
地域間
交流

地域文
化の保

護

地域医
療、福

祉・介護

子育て、
女性・若
者活躍
促進

教育
ICT、情
報通信

コンテ
ンツ

環境・
エネル
ギー

その他

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変更

　（２）（１）以外であって地域活性化の取組を継続・発展させていく施策

①地域の主体的な取組みへの支援（担
い手育成、地域資源の活用等への支援）

②地域間の交流・連携の推進 ③地域の生活や産業の基盤整備

○ - - -

概要
（支援の仕組み

等）

地域の活性化等の成長戦略も踏まえ、多様な関係者の連携により、地域公共交通の確保・維持を図るとともに、地域公共交通の改善に向けた取組み
を支援する。
○地域の特性に応じた生活交通の確保維持（以下「確保維持事業」）
  ・過疎地域等における幹線バス、デマンドタクシー等の運行
  ・離島航路・航空路の運航　等
○快適で安全な公共交通の構築（以下「バリア解消促進等事業 」）
  ・鉄道駅におけるホームドア・エレベーターの整備、ノンステップバスの導入等
  ・ＬＲＴ・ＢＲＴの整備、ＩＣカードの導入・活用等
  ・地域鉄道の安全性向上に資する設備の整備等
○公共交通の充実を図るための計画策定等の後押し（以下「調査等事業」）
 ・地域公共交通の確保等に係る計画の策定のための調査（以下「調査事業」）
 ・地域公共交通再編実施計画の策定のための調査（以下「再編調査事業」）
 ・公共交通マップの作成等を通じた地域ぐるみでの利用促進（以下「協働推進事業」）

支援対象者
（実施主体）

○確保維持事業・バリア解消促進等事業
　交通事業者等（地域における協議会の議論を経て計画を作成することが前提）
○調査等事業
　地域における協議会（ただし、再編調査事業及び協働推進事業については、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく協議会に限る。）

国土交通省

総合政策局公共交通政策部交通支援課 電話（直通）

-

　補助金を受ける手順は、以下のとおり。
○確保維持事業
　　事業開始に先立ち、協議会での議論を経て、協議会、都道府県又は市町村（以下「協議会等」という。）は、地域公共交通の確保維持の取組に
　ついての生活交通ネットワーク計画を策定し、運輸局等に認定を申請。国土交通大臣は、補助対象期間の開始前に当該計画の認定及び補助額の
　内定を行い、協議会等に通知。生活交通ネットワーク計画に事業実施予定者として定められた交通事業者等は、大臣の通知を受けて事業を実施
　した後、補助金の交付申請を行い、補助を受ける。
　※陸上交通に係る確保維持事業については、協議会が地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に規定する協議会である場合には、
　　協議会が補助を受けることも可能。
○バリア解消促進等事業
　　協議会等は、地域公共交通のバリア解消促進等の取組についての生活交通ネットワーク計画を策定し、当該計画に事業実施予定者として定め
　られた交通事業者等は、当該計画とともに運輸局等に補助の申請を行い、補助を受ける。
○調査等事業
 ・調査事業、再編調査事業
　　協議会は、調査の実施に関する計画等を定めた上で運輸局等に補助の申請を行い、補助を受ける。
 ・協働推進事業
　　協議会は、地域協働事業に関する計画を策定し、運輸局等に認定を申請。運輸局長等は、当該計画を認定し、協議会に通知。
　　当該計画の認定を受けた協議会は、補助金の交付申請を行い、補助を受ける。

○確保維持事業 　＜補助率＞1/2
○バリア解消促進等事業 　＜補助率＞1/3 等
○調査等事業
　・下記以外の事業　＜補助率＞定額（上限2,000万円）
　・協働推進事業　＜補助率＞1/2

地域類型の区分 施策類型の区分

税制

支援手続
（申請～交付決

定）

想定する具体的
効果

地域の特性に応じた生活交通の確保・維持、快適で安全な公共交通の構築等

地域公共交通確保維持改善事業
予算額（百万円）

上段：平成26年度当初
(下段：前年度当初予算)

支援内容
（単価・水準等）

区分（新規・継続・変更）

地域経済に関する有識者懇談会
報告書(平成２５年９月１３日とりまとめ）

P17　（都市再生・まちづくり、地域活性化等）
２行目：公共交通の活性化を・・・推進する。
９行目：公共交通の充実・・・を行う。
18行目：過疎地域や（略）交通基盤を維持す
る
　　　　　ともに、・・・集落の活性化を図る。

URL http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000041.html

変更のポイント

省庁名

担当課室

（１）日本再興戦略を踏まえ、地域経済活
性化の観点から有効と考えられる施策

分類
（該当に○印）

地域公共交通確保維持改善事業
補助金交付要綱

03-5253-8396

-

施策の位置付け
（該当に○印） 日本再興戦略

（平成２５年６月１４日閣議決定）

P68　○安心して歩いて暮らせるまちづくり③

骨太の方針
(平成２５年６月１４日閣議決定）

30,560
予算

(30,578)

根拠法令等

法制度

施策名
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